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平成30年３月７日（水曜日）

午前９時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第55号 平成29年度宮崎県一般会計補正

予算(第６号)

○議案第62号 平成29年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予

算（第１号）

○議案第63号 平成29年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計補正予算(第１号)

○議案第64号 平成29年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）

○議案第66号 平成29年度宮崎県公共用地取得

（ ）事業特別会計補正予算 第１号

○議案第67号 平成29年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第74号 県道の道路標識の寸法を定める

条例の一部を改正する条例

○議案第75号 都市公園、公園施設及び特定公

園施設等の設置の基準を定める

条例の一部を改正する条例

○議案第76号 建築基準法施行条例の一部を改

正する条例

○議案第77号 工事請負契約の締結について

○議案第78号 工事請負契約の締結について

○議案第79号 工事請負契約の締結について

○議案第80号 工事請負契約の変更について

○議案第81号 財産の処分について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・県内経済の概況等について

・県外大学とのＵＩＪターン就職支援協定の締

結について

・高校生の進路選択に関するアンケート調査結

果（概要）について

・新宿みやざき館ＫＯＮＮＥリニューアルの進

捗状況について

・総合評価落札方式における低入札価格調査制

度の取扱いについて

出席委員（８人）

委 員 長 渡 辺 創

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 黒 木 正 一

委 員 満 行 潤 一

委 員 重 松 幸次郎

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 川 畠 達 朗

調 整 審 査 課 長 奥 野 厚 子

商工観光労働部

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

商工観光労働部次長 佐 野 詔 藏

企業立地推進局長 黒 木 秀 樹

観光経済交流局長 福 嶋 清 美

商 工 政 策 課 長 小 堀 和 幸

経営金融支援室長 齊 藤 安 彦

企 業 振 興 課 長 河 野 譲 二

柚木崎 千鶴子食品・メディカル産業推進室長

雇用労働政策課長 外 山 景 一

企 業 立 地 課 長 温 水 豊 生

観 光 推 進 課 長 岩 本 真 一

中 嶋 亮オールみやざき営業課長

野 間 純 利工業技術センター所長

水 谷 政 美食品開発センター所長

林 睦 朗県立産業技術専門校長

平成30年３月７日(水)
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県土整備部

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

県土整備部次長
向 畑 公 俊

（ 総 括 ）

県土整備部次長
瀬戸長 秀 美

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
上別府 智

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 前 内 永 敏

部参事兼管理課長 中 原 光 晴

用 地 対 策 課 長 河 野 和 正

技 術 企 画 課 長 大 坪 正 和

工 事 検 査 課 長 巢 山 藤 明

道 路 建 設 課 長 上 田 秀 一

道 路 保 全 課 長 西 田 員 敏

河 川 課 長 高 橋 秀 人

ダ ム 対 策 監 金 丸 悟

砂 防 課 長 米 倉 昭 充

港 湾 課 長 明 利 浩 久

空 港 ・ ポ ー ト
有 馬 誠

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 中 村 安 男

建 築 住 宅 課 長 志 賀 孝 守

営 繕 課 長 松 元 義 春

施設保全対策監 楠 田 孝 蔵

高速道対策局次長 城 戸 竹 虎

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

ただいまから商工建設常任委員○渡辺委員長

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付をいたしてあります日程案のとおり

でよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定を○渡辺委員長

いたします。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時58分休憩

午前９時59分再開

委員会を再開いたします。○渡辺委員長

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

それでは、労働委○川畠労働委員会事務局長

員会事務局の平成29年度２月補正予算について

御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の463ページをお願

いいたします。

今回、労働委員会事務局では、729万7,000円

の減額補正をお願いしております。この結果、

補正後の予算額につきましては、１億42万1,000

円となります。

次に、補正の主な内容について御説明いたし

ます。467ページをお開きください。

まず、上から５段目の（事項）職員費でござ

いますが、274万9,000円の減額であります。こ

れは、事務局職員の人件費の執行残によるもの

でございます。

次に （事項）委員会運営費でございます、

が、454万8,000円の減額であります。これは、

委員報酬や旅費、会議費などの労働委員会の運

営に要する経費の執行残によるものでございま

す。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

平成30年３月７日(水)
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ありがとうございました。執行○渡辺委員長

部の説明が終了いたしました。質疑はございま

せんでしょうか。

ことし、昨年あたりの委員会の開○満行委員

催状況とか、活動状況を教えていただけると。

昨年の活動状○奥野労働委員会調整審査課長

況でございますけれども、まず、いろんな県民

の方々の労働相談を受けております また あっ。 、

せんといいまして、雇い主と労働者の方で話し

合って合意を行うという、大きく分けて２つの

ことがあるわけなんですけれども、まず、労働

相談につきましては、県内いろんな方から御相

談がございまして、これが、昨年から啓発に力

を入れた結果、年々相談件数はふえておりま

す。27年度が137件でございましたけれども、28

年度が223件、今年度につきましては、２月末現

在で260件ということで、現時点で約60件ふえて

いるような状況でございます。

次に 使用者と労働者との話し合いの場 あっ、 、

せんに関して言いますと、集団と個別というの

があるんですけれども、昨年はこちらが６件で

ございましたが、今年度１月末現在では、９件

というふうに３件ふえております。

さらに、昨年はございませんでした不当労働

行為、これが１件、今現在審査中ということで

ございます。

実績につきましては以上でございます。

伸びているというのは今の数字で○満行委員

わかったんですけれども、委員報酬320万円の減

というのは当初の見積もりよりは出番がなかっ

たというか、実績見込みより下回ったというこ

とでしょうか。

実は、委員の○奥野労働委員会調整審査課長

報酬につきましては月額定額を払うものと実績

に応じて払う日額という併用制を取っておりま

して、月額についてはあまり変更はないんです

けれども、日額については全く実績ベースでご

ざいますので、やはり波があるわけです。

当初予算を組んだ時点では、約686日組んでお

りましたが、大体見込みでは491日ということで

今のところ見込んでいるような状況でございま

す。

とは言いましても、実績活動といいますか、

去年よりもあっせん件数がふえたわけでござい

ますので、平成28年度は委員さんお一人１月が

平均2.5日だったわけなんですけれども、今年度

につきましては、お一人の方１カ月平均2.7日と

いうことで、ちょっとだけ活動がふえているよ

うな状況でございます。もちろん、これはあっ

せんという活動でございまして、委員さんが個

人でいろんな活動をなさっていらっしゃる、啓

発でお話に行っていらっしゃるとか、そういっ

たことは含まない活動日数ということで御理解

いただければありがたいと思っております。

わかりました。○満行委員

よろしいですか。ほかにござい○渡辺委員長

ますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、その他で何かございませ○渡辺委員長

んか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○渡辺委員長 よろしいでしょうか それでは

以上をもって労働委員会事務局を終了します。

執行部の皆さんお疲れさまでした。ありがとう

ございました。

暫時休憩いたします。

午前10時６分休憩

午前10時８分再開

委員会を再開いたします。○渡辺委員長
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当委員会に付託されました議案等について、

商工観光労働部長の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

。○中田商工観光労働部長 おはようございます

商工観光労働部でございます。本日は、どうぞ

よろしくお願いいたします。座って御説明させ

ていただきます。

まず初めに、新燃岳噴火によります観光等へ

の影響等について、ちょっと御報告したいと思

います。

先週からの新燃岳の噴火によりまして、宿泊

のキャンセルやイベントの中止等がいくつか出

。 、てきております このような状況が続きますと

観光への影響を懸念しているところでございま

す。もちろん、観光客等の安全確保というのを

第一に考えて行かないといけないというふうに

考えておりますけれども、今後、新燃岳の活動

状況を注視しながら、風評被害を防止するため

に地元自治体や関係団体と連携を図り、観光施

設や宿泊施設の営業等について、正確な情報を

しっかりと発信していく必要があると考えてい

るところでございます。

それでは、お配りしております常任委員会資

料をごらんいただきたいと思いますけれども、

本日は目次にありますとおり、平成30年２月定

例県議会提出議案及びその他報告事項について

御説明をいたします。

１ページをお開きください。

今回、提出をしております商工観光労働部関

係の議案の概要でございます。

まず、議案第55号「平成29年度宮崎県一般会

計補正予算（第６号 」は、事業費の確定等に伴）

う補正を行うものでございます。

、 、その結果 商工観光労働部の一般会計歳出は

補正前の額421億9,833万3,000円、補正額マイナ

ス93億2,458万円、補正後の額が328億7,375

万3,000円となります。

今回 93億円余と大きな減額ということになっ、

ておりますけれども、その主な理由は、中小企

業融資制度貸付金の約86億円の減額がもっとも

大きなものとなっております。

これは、十分な融資枠を確保して中小企業の

金融円滑化に努めているところでございますけ

れども、経済情勢が落ちついている中、融資実

績が見込みを下回ったことによるものでござい

ます。

次に、その下でございますけれども、繰越明

許費の追加でありますが、休廃止鉱山の鉱害対

策事業につきまして、平成30年度への繰り越し

をお願いするものでございます。

また、その下の繰越明許費の変更でございま

すけれども、県立産業技術専門校高鍋校の寄宿

舎建てかえについて繰越額の変更をお願いする

ものでございます。

次に、２ページをお開きください。

議案第62号「平成29年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予算（第１号 」）

は、事業費の確定等に伴い、歳入歳出予算につ

きまして2,310万8,000円の増額補正をお願いす

るものでございます。

次の議案第63号「平成29年度宮崎県えびの高

原スポーツレクリエーション施設特別会計補正

予算（第１号 」は、歳入歳出予算につきまして）

執行残に伴う補正を行うものでございます。

次の議案第64号「平成29年度宮崎県営国民宿

舎特別会計補正予算（第１号 」は、歳入歳出予）

算につきまして、同じく執行残に伴う補正を行

うものであります。

議案につきましては以上でございます。
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表紙に戻っていただきまして、目次をごらん

ください。

下のほうでございますけれども、その他報告

事項といたしまして、県内経済の概況等につい

てなど３件のほか、本日別途机上に資料を配付

させていただいておりますけれども、高校生の

進路選択に関するアンケート調査結果（概要）

について御説明をさせていただきます。

詳細につきましては、担当課長から御説明い

たしますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

私からは以上でございます。

商工観光労働部長の概要説明が○渡辺委員長

終了いたしました。

次に、議案に関する説明を求めます。

。○小堀商工政策課長 商工政策課でございます

議案第55号「平成29年度宮崎県一般会計補正予

算（第６号 」について御説明いたします。）

商工政策課の補正予算につきましては、お手

元の冊子、平成29年度２月補正歳出予算説明資

料がございますでしょうか。そちらの青いイン

デックス、商工政策課ところ、219ページをお開

きください。

今回の補正額は、左から２列目の商工政策課

の補正額の欄にございますとおり、一般会計、

特別会計合わせまして87億4,731万5,000円の減

額補正であります。補正後の額は、右から３列

目の補正額の欄にございますとおり 284億2,208、

万6,000円となります。

まず、一般会計についてでございますが、補

正額87億7,042万3,000円の減額で、補正後の額

は279億3,484万1,000円となります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。222ページをお開きください。

一番上の 事項 中小企業金融対策費87億4,277（ ）

万6,000円の減額でございます。

説明欄１の中小企業融資制度貸付金の85

。 、億7,899万1,000円の減額でございます これは

中小企業への金融の円滑化を図りますために十

分な融資枠を確保しておりましたが、融資実績

が見込みを下回ったことに伴いまして減額する

ものでございます。

２の中小企業金融円滑化補助金につきまして

は、県融資制度の保証料軽減のための補助金で

ございますが、額の確定に伴い1,108万2,000円

を減額するものでございます。

また、３の信用保証協会損失補償金につきま

しては、代位弁済の金額が見込みより少なくな

りましたことから、１億5,214万3,000円を減額

するものでございます。

223ページをごらんください。

一番上の（事項）小規模事業対策費1,797

万4,000円の減額でございます。主な理由は、説

明欄１の商工会、商工会議所等に対する小規模

事業経営支援事業費補助金の減額によるもので

ございまして、職員の中途退職等に伴い、人件

費補助を減額するものでございます。

225ページをお開きいただけますでしょうか。

小規模企業者等設備導入資金特別会計につい

てでございます。

、特別会計の補正額は2,310万8,000円の増額で

補正後の額は４億8,724万5,000円となります。

（事項）小規模企業者等設備導入事業助成

費4,131万4,000円の増額でございますが、この

主な理由といたしましては、説明欄の１、宮崎

小規模企業者等設備導入資金貸付金の5,037

万5,000円の増額でございますが、これは貸し付

け先からの繰り上げ償還や過年度貸し付け分の

執行残の確定に伴いまして、貸し付け原資が増

額となりましたことから、その見合い分につき
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まして貸付金として増額補正をお願いするもの

でございます。

次に 款 公債費の 事項 元金1,820万6,000、（ ） （ ）

円の減額でございます。

226ページをお開きいただきまして、一番上の

、 、 、１でございますが これは 高度化資金のうち

中小企業基盤整備機構から借り入れました貸し

付け原資の償還に要する経費でございます。高

度化資金借り受け者に対し、貸し付け条件の変

更等を行い、償還額が減少したことに伴いまし

て減額するものでございます。

説明は以上でございます。

。○河野企業振興課長 企業振興課でございます

企業振興課の２月補正につきまして御説明いた

します。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の企業

振興課のインデックス、227ページをお願いいた

します。

１行目になりますが、今回の補正額は１

億4,098万4,000円の減額補正となっており、右

から３番目の欄にありますように、補正後の額

は11億7,595万円となります。

それでは、主なものにつきまして御説明いた

します。

１枚めくっていただきまして、229ページをお

願いいたします。

一番下の（目）鉱工業振興費（事項）新事業

新分野進出支援事業費9,643万5,000円の減額で

あります。

230ページをお願いいたします。

この主な要因といたしまして、説明欄２のイ

ノベーション促進・新事業創出推進事業におき

まして、宮崎県産業振興機構が国の受託事業等

を実施する際に、国から支払いを受けるまでの

間の必要な費用について、機構からの要請に応

じて短期貸し付けを行うものでありますが、機

構から貸し付けの申請がなかったこと等により

減額するものであります。

次の （事項）地域産業企業成長促進事業、

費1,512万2,000円の減額であります。

これは、説明欄１の産学金労官プラットフォ

ームによる地域産業・企業成長促進事業におい

て、プラットフォームが支援を行う成長期待企

業による新商品開発等の補助金の利用が当初見

込みより少なかったことなど、事業費の確定に

伴い減額するものであります。

次に、231ページをごらんください。

中ほどになりますが （目）工業試験場費（事、

項）工業技術センター総務管理費1,763万円の減

額であります。

これは、説明欄１の工業技術センターの運営

、 、管理費の執行残や ３の設備整備事業において

公益財団法人ＪＫＡの補助金を活用し機械設備

を導入するもので、要望していた複数の設備の

うち、一部が採択されなかったこと等により減

額するものであります。

２月補正に関する説明は以上でありますが、

繰り越しが１件ございますので御説明させてい

ただきます。

お手数ですが、常任委員会資料のほうをお願

いいたします。１ページをお願いいたします。

中ほどの繰越明許費の追加でございます。事

業名が休廃止鉱山公害対策事業の687万5,000円

であります。

これは、市町村が行う休廃止鉱山の鉱害防止

工事への補助金でありますが、高千穂町が実施

する工事におきまして、工法の変更の必要が生

、 、じ 工期の変更を行うこととなったことにより

高千穂町が事業を平成30年度に繰り越すことに

伴い、県の事業費も繰り越すものであります。
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企業振興課の説明は以上でございます。

雇用労働政策課の２○外山雇用労働政策課長

月補正予算について御説明いたします。

お手元の平成29年度２月補正歳出予算説明資

料の雇用労働政策課のインデックスのとこ

ろ、233ページをお開きください。

今回の補正は１億5,696万3,000円の減額補正

であります。補正後の予算額は、右から３番目

の欄にありますように、14億2,978万9,000円と

なります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

次の235ページをお願いいたします。

上から３番目の（事項）高齢者雇用促進費348

万2,000円の減額であります。

これは、説明欄１の働き方改革シニア活躍応

援事業について、事業の一部を国の補助金を活

用して実施したことなどにより、事業費が確定

したことに伴う減額であります。

次に、一番下の（事項）若年者就労支援推進

費168万円の減額であります。

これは、説明欄１の宮崎でかなえる・つなが

る！高校生県内就職促進事業について、九州・

山口各県と連携して取り組んでおります協議会

の負担金の減額などにより、事業費が確定した

ことに伴う減額であります。

続きまして、236ページをお開きください。

下から２番目の（事項）認定職業訓練費978

万6,000円の減額であります。

これは、主に説明欄２の認定職業訓練助成事

業費補助金の減額でありまして、認定職業訓練

団体が実施する職業訓練の訓練生数が当初の見

込みを下回ったこと等による減額であります。

次に、一番下の（事項）職業能力開発対策

費7,038万9,000円の減額であります。

これは、主に次の237ページの説明欄４、宮崎

成長産業人材育成事業について、委託料が変更

されたことによる補正であります。国の委託に

より実施しております同事業は、関係課と連携

して人材育成に取り組んでいるところでありま

すが、対象者数が減少したことなどから、事業

の規模縮小や廃止となったことによる減額であ

ります。

続きまして、237ページの一番下 （事項）県、

立産業技術専門校費8,451万2,000円の減額であ

ります。

下の説明欄をごらんください。

まず、１の管理運営費は、光熱水費の節減や

施設の保安委託料等の入札残などによるもので

あります。

次に、２の訓練実習費は、講師の報酬や訓練

実習に係る材料購入経費の執行残などによるも

のであります。

３の委託訓練に関する経費は、離職者の再就

職に向けて各種の職業訓練を実施しております

が、対象者が見込みを下回ったことなどによる

減額であります。

４の施設管理費は、産業技術専門校高鍋校の

寄宿舎建てかえに当たり、新たな寮の設計や寮

建設中のプレハブ施設借り上げ、地盤改良経費

等の増額であります。

５の機器等整備費は、備品購入の計画見直し

に伴う執行残や消耗品等の購入に係る執行残な

どによる減額であります。

最後の、下の11の障がい者職業能力開発事業

は、先ほどの委託訓練と同様、対象者が見込み

を下回ったことなどによる減額でございます。

補正の説明は以上でございますが、繰越明許

がございますので、恐れ入りますが委員会資料

の１ページをお願いいたします。
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一番下の繰越明許費、変更、雇用労働政策課

でございます。

これは、今年度９月補正において事業費を計

上し、あわせて経費の繰り越しを御了解いただ

いた産業技術専門校高鍋校の寄宿舎建てかえ事

業につきまして 建設地の地盤改良が必要になっ、

たことに伴い、工法の検討等に時間を要したた

め、当初想定していた事業量が達成できない見

込みとなったことから、繰り越し工事費の増額

などをお願いするものであります。

雇用労働政策課の説明は以上でございます。

企業立地課の補正予算に○温水企業立地課長

ついて御説明をいたします。

歳出予算説明資料の企業立地課のインデック

スのところ、239ページをお開きください。

今回の補正額は１億9,987万5,000円の減額補

正であります。補正後の額は、右から３番目の

欄にありますように、５億5,155万7,000円とな

ります。

主な事項につきまして御説明いたします。

ページをめくっていただきまして、241ページ

をお開きください。

ページの中ほど （事項）企業立地基盤整備等、

対策費276万7,000円の減額であります。

主なものは、説明欄３の「田舎で起業」働く

拠点づくり推進事業で、これは、中山間地域の

空き店舗や廃校等の未利用施設について、新規

創業やＩＴ企業等の拠点とするための施設整備

を行う市町村への補助事業でありますが、当初

見込みを下回ったことより減額するものであり

ます。

次に （事項）企業誘致活動等対策費131万5,000、

円の減額であります。

これは、企業誘致活動に係る諸事業の執行残

によるものであります。

次に （事項）企業立地フォローアップ等対策、

費１億9,822万6,000円の減額であります。

この理由につきましては、242ページをお開き

ください。

説明欄１の企業立地促進補助金の減額であり

ますが、これは、今年度、交付申請を予定して

おりました企業のうち、一部の企業において補

助金算定のベースとなります雇用者数が計画数

に達しなかったことなどによりまして、申請を

来年度以降に先延ばししたことや、実際の申請

額が当初の見込み額を下回ったことなどにより

まして減額補正をお願いするものであります。

企業立地課の説明は以上です。

観光推進課の補正予算に○岩本観光推進課長

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の243ページをお開

きください。

今回の補正額は、一般会計、特別会計を合わ

せまして4,510万1,000円の減額補正をお願いし

ております。この結果、補正後の予算額は、右

から３番目の欄になりますが、９億871万6,000

円となります。

まず 一般会計についてですが 補正額は4,455、 、

万4,000円の減額で、補正後の額は７億3,756万

円となっております。

主な事項の補正内容について御説明いたしま

す。245ページをごらんください。

まず、ページ中ほど （事項）観光審議会運営、

費112万4,000円の減額であります。

これは、説明欄の１になりますが、審議会の

開催回数が当初の見込みよりも少なかったこと

。による運営経費の執行残が主なものであります

次に 一番下の 事項 観光振興費710万7,000、 （ ）

円の減額です。

ページをめくっていただきまして、246ページ



- 9 -

平成30年３月７日(水)

をごらんください。

これは 説明欄の３ 宮崎版ＤＭＯ推進事業686、 、

万8,000円の減額が主なものですが、補助金額の

確定や人材育成塾の開催等に係る事務費の執行

残によるものであります。

次に、ページ中ほど （事項）観光交流基盤整、

備費103万6,000円の減額であります。

これは、説明欄の１、魅力ある観光地づくり

推進支援事業に係る補助金の執行残が主なもの

であります。

続きまして、その下の（事項）国際観光宣伝

事業費120万円の減額は、東アジア等インバウン

ド推進事業に係る事務費の執行残であります。

ページが変わりまして、247ページをごらんく

ださい。

上から２番目 （事項）スポーツランドみやざ、

き推進事業費278万2,000円の減額であります。

説明欄の２、スポーツランドみやざき誘客推

進事業250万円の減額は、国庫補助の決定に伴う

執行額の減や事務費の執行残によるものであり

ます。

、 。続きまして 特別会計についてでございます

248ページをお開きください。

まず、えびの高原スポーツレクリエーション

施設特別会計についてでございますが、補正額

は2,000円の減額で、補正後の額は169万5,000円

となります。

これは事務費の執行残であります。

次の249ページをお開きください。

県営国民宿舎特別会計であります 補正額は54。

万5,000円の減額で、補正後の額は１億6,946

万1,000円となります。

これは （事項）国民宿舎えびの高原荘運営費、

34万円の減及びその下の（事項）国民宿舎高千

穂荘運営費20万5,000円の減額によるものです

が、ともに事務費の執行残によるものでありま

す。

観光推進課からの説明は以上であります。

オールみやざ○中嶋オールみやざき営業課長

き営業課の２月補正予算について御説明いたし

ます。

それでは、歳出予算説明資料のオールみやざ

き営業課のインデックスのところ、ページで言

いますと251ページをごらんください。

今回の補正額は1,178万1,000円の減額補正で

あります。補正後の額は、右側から３番目の欄

、 。になりますが 10億4,405万6,000円となります

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

めくっていただいて、253ページをお開きくだ

さい。

まず、上から５行目 （事項）海外渡航事務、

費181万1,000円の減額であります。

これは、宮崎パスポートセンターや県内６カ

所の県税・総務事務所で行っております旅券発

給事務に係る経費でございますが、非常勤職員

の人件費及び事務費の執行残によるものでござ

います。

次に 中ほど 事項 国際交流推進事業費755、 、（ ）

万1,000円の減額であります。

主なものとしましては、下の説明欄２の海外

国際交流推進拠点整備事業負担金につきまして

は、各都道府県等で共同で設置している一般財

団法人自治体国際化協会ＣＬＡＩＲ（クレア）

への負担金でありますが、負担額が確定したこ

とにより減額するものであります。

次に、一番下の（事項）海外技術協力費199

万2,000円の減額であります。

これは、世界との絆、国際協力推進事業によ

り、ブラジルから県費留学生を受け入れる予定
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としておりましたが、今年度は留学生の推薦が

なく、技術研修員のみの受け入れとなったこと

から、補助金等の執行残が生じたものでありま

す。

次に、めくっていただきまして254ページをお

開きください。

ページの中ほど （事項）県産品販路拡大推進、

事業費474万4,000円の減額であります。

主なものとしましては、説明欄１の県産品振

興事業につきまして470万4,000円の減額であり

ますが、これは、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥの

光熱水費など、維持管理費の所要額が見込みを

下回ったことや事務費の執行残によるものなど

でございます。

説明は以上でございます。

ありがとうございました。執行○渡辺委員長

部の説明が終了いたしましたので、質疑はござ

いませんでしょうか。

これは242ページ、企業立地促進補○坂口委員

助金の残で、雇用者数が未達だったということ

なんですけれども、その背景とか、未達の中身

というのはどんなことなのですか。

実は、毎年度、前年度の○温水企業立地課長

当初にアンケート調査を立地企業さんのほうに

行っております。その中で、次年度にどの程度

申請をされるかということを把握をしていると

ころなのですが、実際、執行に当たるまで１年

前後のタイムラグがあるものですから、当初の

計画どおりの、例えば雇用が確保できなかった

というケースが一番多いのですけれども、それ

に伴いまして、実際に予定されていた申請額よ

りも補助金が受けられないということで、それ

で先延ばしをすると言ったようなケースが大変

多くなっております。

、 。○坂口委員 ですから なぜ未達になったのか

人不足なのか、企業が将来の経営計画をやっぱ

り縮小したのか、そこら辺のところを。

聞きたい目的というのは、人手不足となって

いれば、その上で今後ともこういった呼び水を

出しながらやることというのが既存の中小、零

細の企業あたりへの人材確保に影響を与えるか

どうかというのは、今後の政策の大きな考え方

のわかれ目として、企業に座布団をどんどんよ

くして、どんどん呼び込む。その分、どこかに

吐き出しているという、淘汰されていくという

政策を続けるべきかどうかの、そのあたりの判

断に入らないといけないのではないかという気

がして。

背景には人手不足もある○温水企業立地課長

というふうに認識はしております。

だから、当初、雇用の場の確保ということで

企業立地に力を入れてきているところなんです

が、やっぱり地場企業も含めて、全般的な人手

不足の状況になっております。

その中で、雇用の場の確保という観点におい

ては 魅力的な職場あるいは多様な職場をつくっ、

ていくということは非常に重要だと思っていま

すので、継続的に企業立地にも引き続き力を入

れているところではありますが、補助金の実情

にありますように、なかなか思ったように人が

集まらないという部分も、立地企業においても

ありますので、補助金の執行上はできるだけ正

確な情報を取りまして、補助金の金額を見積も

る必要はあるのですけれども、その中にもあり

ながら、やはり実態としてはなかなか計画どお

りに雇用が進まないといったような実態もあり

ますので、その対応については総合的な検討も

必要かという考えも持っているところではあり

ます。現時点におきましては、多様で魅力的な

雇用の場の確保という観点から継続的な企業立
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地の推進を図っていきたいというふうに考えて

おります。

多様で魅力的というのは、やっぱ○坂口委員

。り何十年スパンで見ないとわからないものです

中途退職者を調べてみてください。そのあたり

を安易に判断すべきではないということです。

だから、企業名は控えますけど、ボンと入っ

てくることで、よそで人材が確保できなくなっ

た、残るところは宮崎だという入り方も今後出

てくるので。

けれども、やっぱり今まで精いっぱいやって

きた企業、これをつぶしていけば何ににもなら

ないということです。だから、特に小さいとこ

ろとか、極端に人手不足の部分が地場のものに

出てきているところは、これは政策判断として

どうやっていくかというのは。魅力ある職場と

、 、いうのは 生涯勤めてみて初めてわかることで

そう簡単に判断できるものではないと思います

から 単なる事業調査をやって そこが未達だっ。 、

たからまた何とかという、そういうのはもう終

わったのではないかということで。

。僕が言っているのが正しいとは思わないです

ただ そこはやっぱりプロとして政策判断をやっ、

ていかないといけない時期に来ているというこ

とを申し上げて。何かあれば部長コメントを。

委員がおっしゃると○中田商工観光労働部長

。 、おりだと思っています いろんな企業さんとか

団体の代表の方とかに会って話にでるのが、ま

ず、人材確保の話です。人材がなかなか確保で

きない、非常に苦労しているという話を聞いて

います。

今、企業立地というのは、いわゆる雇用の場

の確保という観点の誘致の取り組みをやってお

、 、りますけれども やはり誘致をするに当たって

委員おっしゃったように地場企業との関係も若

干出てきているという話も聞いております。

そういう中で、我々としては、例えば企業誘

致をするに当たりましても、例えばＩＴ企業、

情報関連企業等であれば、まだいろんな訓練を

。することによって若干の掘り起こしは可能かと

例えば女性とか、中山間地域とか、ある程度掘

り起こしは可能かということで、今回も立地補

助金の改正等もやろうというふうに思っている

のですけれども、全体的にどういう形で人材を

確保していくか、人材育成していくか、企業さ

んが求める人材をどうやって育成していくかと

いうところは、ちょっと別の観点で考えていく

必要があるのかと感じています。

今回、イオンも増床をやって人を800人と

か、1,000人とかというお話もございますけれど

も、なかなか人を集められずにオープンできな

い店も出てくるのではないかというようなお話

も聞いたりしておりますので、全体的にどうい

う形で県内で人材を確保していくのかというの

は、ちょっといろいろな方策、ＵＩＪターンも

含めて、本当に考えていかないと大変なことに

なるのかと危機感を持って考えているところで

ございます。

そこで思うんです。人口減少の中○坂口委員

でどうやって活力を維持していくのか、高めて

、 、いくのかというところで 女性の社会進出とか

多様な働き方、１日のうち半分でも、３分の１

でもいいとか、定年が延長できないかとか。そ

ういった、どの条件をどう整えれば人口減少の

影響をもろに受けなくて済むのかという多様な

働き方、それらに今後は目を向けていくべきで

はないかと。

せっかく懸命にやっている企業をつぶせば、

何の意味もないので。そして、今言われるよう

に、魅力ある職場なんていうのはそう簡単に判
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断できるものではないものです。やっぱり何十

年っていうスパン、あるいは、その人が初めて

社会に出て、そして、現役を終わって、それを

かえりみたときに、ようやく魅力があった、な

かったという判断ができると。

また、魅力というものには、個々の差があっ

て、そういったものを総合的に見て、今、時代

がどこに向かっているのか、何が欠けているの

か 欠けたところに行政はどういうところをやっ、

てきて、こういう現象に至ったのかというよう

な反省も含めて、やっぱりこれは検証すべきだ

と僕は思うんですけれど。

答弁はいいですけれど、ぜひ、そこのところ

は判断する必要が出てきていると思います。

ほかはいかがでしょうか。○渡辺委員長

それぞれ各課から説明をいただい○星原委員

たのですけれど、個々についてではなくて、こ

の１年間を通じていろいろな事業をされてきた

中で、それぞれ毎年いろいろな事業を組んでさ

れているわけなのですけれども、そういう中で

費用対効果、こういうものはもう少しどうだと

か、そういったものが効果が上がった、上がら

なかった、あるいはこうすればもう少し上がる

のではなかったかなという、そういうものがあ

れば、それぞれ各課で報告いただけるとありが

たいなと。

どうしましょうか。順番にまい○渡辺委員長

りましょうか。

。○岩本観光推進課長 観光推進課でございます

費用対効果ということで言いますと、観光推

進課におきましては、観光コンベンション協会

と一緒に宮崎版ＤＭＯの取り組みを一昨年から

進めております。その中で、交流人口の増加を

目指してやるわけですが、非常に地域間競争が

激しい中で、いかに観光客を本県に呼び込んで

お金を落としてもらうかということで、まさに

ニーズを把握し、そのニーズに合った旅行商品

を磨き上げて、しかも、効率的にＰＲして呼び

込むというような取り組みが本当に必要になっ

ていると感じております。

この取り組みについては、新しいものでもな

いのですけれども、ただ、全国的にそういう競

争が激化していく中で そういったところをしっ、

かりやっていかないと、やはり後塵を拝してし

まうというような状況にあろうと認識しており

ますので、まだ、緒についたばかりではあるの

ですけれども、しっかりそこの取り組みをやっ

ていきながら、マーケティングとプロモーショ

ンをしっかりとやっていくと。

観光については、我々県行政の観光部局だけ

ではなくて、当然、民間、それから、いわゆる

観光関連業界以外の多様な関係者も巻き込みな

がらやっていかなくてはいけないということも

ありますので、非常に大きな課題ではあると思

、 、 、いますけれども 反省も含めて 今後に向けて

そこのところをまたしっかりやっていきたいと

いうふうに思っているところでございます。

今、説明をいただいたのですけれ○星原委員

ど、私から見ると、観光はずっと宮崎が目指し

てきている取り組みで、細かくどういうふうに

今の時代に合った、要するに昔は団体の人たち

を呼んでいたのが、今は個人にかわってきてい

。 、 、る 個人の部分でいくと 20歳以下の学生とか

あるいはそれ以上のいろいろな層によって、ど

ういうふうな形でやったら宮崎に一番効果的な

呼び込みができるとか、あるいは宮崎に足りな

いものとして、こういうことをいろいろな団体

とも話しながらやっていかないとその呼び込み

ができないとか、そういうことをやっていかな

いと、なかなか通り一遍の事業をやっているだ
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けでは、伸びるのは難しいのかなと。

あるいは、ほかの都道府県などのやり方など

も、どこの県が伸びてて、伸びないところとの

差、そういうものの何が宮崎に欠けているのか

とか、やっぱりそういったところまでやってい

かないと。通常のやり方で予算を組んでやって

、 、いると 去年と比べてどうだったかではなくて

５年後を見越してとか、そういう形での取り組

みを考えていくことではないかと。

国は4,000万人というのを目標にしているわけ

ですよね。宮崎としては、その割合からいった

ときにどれぐらいを目標にして、それが達成で

きなかったのか、できたのか、できない理由は

何なのかとか、そのあたりをやっぱりやってい

くべきではないか。

それが、やっぱり雇用の面にも、若い人たち

の働く場所にも反映されてきたり、いろいろし

ていくわけですから、そういうところまで考え

て、県だけではなくて、県、市町村、あるいは

いろいろな観光関連団体の中でどういうふうに

取り組むべきか。県の役割とそれぞれの役割を

ちゃんとしながらやっていかないと効果が出る

のかなという気がするものですから、そういう

ふうに聞いたところですけど。

当課の中小企業振興の全○小堀商工政策課長

体的な形で状況を御説明差し上げたいと思いま

す。

以前、星原委員から、人口減少が進む中で、

、 、 、商店街 町のあり方 そういったものについて

例えば集約がいいのか等のお話をいただいてお

ります。あのあと商工会等と、そのあたりも含

めた形での意見交換を行っているところでござ

います。

それで、全体的な状況といたしましては、中

小企業振興につきましては、条例を制定して、

その中で、さまざまな取り組みを進めておりま

す。

そうした振興を図っていく上で、まず、人材

の育成、そして、確保というのが一番大切な形

、 、 、と思いますけれども そうした中で １つには

若手経営者の育成とかについて、例えば連続講

座を開きまして、受講者の方々の発表、意見交

換等を通して、やはりこれからどういう形で、

先ほど本県に足りないもの、これからどうして

いくべきかというお話が委員からございました

が、そういったこと等、実際、生の声をお伺い

し、そうした方々と一番密接な関係を持ってお

ります商工関係団体からも意見をお聞きしなが

ら、なおかつ市町村とも、実際、私ども各課長

が県内各地に出向きまして、それぞれの状況を

お伺いした上で、一緒にできるものについては

新規事業の形で工夫を、そうした形までいかな

いものについても、現在ある事業をより効果的

な形になるように工夫を重ねてきているところ

でございます。

全体的にはそのような形になるのですが、そ

うした中で、例えば企業等で非常に良い取り組

みをしているところもございますので、そうし

たところにつきましては、例えば県で表彰を行

いまして、企業の方々、従業員の方々を含めて

励みになることはもちろんなのですが、県民の

方々に対しても、本県にはこういう形で頑張っ

ている企業があると、そして、県も一緒になっ

て皆さんとやっているというようなことを、で

きるだけ一緒になって取り組めるような形で周

知、広報も行っております。

具体的な事業につきましては、先日来、事業

承継、創業等のお話を今年度も委員の皆様方か

らいろいろいただいておりますが、そちらにつ

いても、例えば以前御報告していますように、
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商工関係だけではなくて金融界ですとか、関係

機関、国等も含めて連絡会議を開催して、一緒

になって取り組めるような体制の構築と、現在

やっている取り組みをよりよくできるような形

で、そういったものに合わせて取り組んでいる

ところでございます。

そうした中で、今、それぞれで取り組みを進

めておりますが、商工観光労働部につきまして

は、産業振興戦略ということで部門別計画のほ

うを策定して、それに基づいて大きく２つの基

本方針と５つのプロジェクトという形で進めて

いるわけなのですが、そちらが30年度までとい

うことで、来年度が見直しの時期を迎えており

ます。そうした中で、先ほど委員がおっしゃい

、 、ましたような観点を含めて 次期計画に向けて

また、見直しに向けた準備を、昨年度の実績、

それから、今年度の実績について、それぞれ各

課でプロジェクトチームをつくっております。

その中で、今どういう状況にあって、これから

このような形でやっていくべきではないかとい

うことで議論を交わしておりまして、その結果

をもとに部長まで協議をして進めていくという

ことにいたしております。

全体的にはそのような形で今後とも取り組ん

でまいりたいと思いますので、どうかまた御指

導をよろしくお願いいたします。

今、商工政策課長からいろいろ説○星原委員

明をいただいたんですが、毎年こういう形で事

業を推進していきながら、きょう、減額補正と

か、いろいろな数字が出されてきた。どういう

ことで当初の見込みと違ったのか、ここにいろ

いろ課題があるのかというふうにも思いますの

で、予算に対して見込みを下回るとか、いろい

ろなことがあるとは思うのですけれども、私が

思うのは、予算を使いきるにはどういうことが

まだ残されているのか。

、要するに半年なら半年の時点でどういう形で

予算を組んだということはそういう計画を立て

たわけですから、それを確実に前進するために

はどれぐらいの予算が残っている、あるいは使

い切るためにはどういうふうにしたら。途中で

いろいろな関係の団体に対してとか、いろいろ

なことをやられているんだろうとは思いますけ

れども、そういうことをやりながら、やっぱり

予算を組んだだけ、私は使いきるぐらいの気持

ちでやっていかないといけないというふうに思

うのですが、その辺はどうなのですか。

、 、○小堀商工政策課長 今 おっしゃいました話

当課の事例で申し上げますと、当課でも商店街

等の振興のための補助制度などを設けておりま

す。

当然、お願いして認めていただいた予算でご

ざいますので、できるだけ効果的に使いたいと

いうことで、まず、年度初めに各市町村なり、

。 、団体等に募集をかけます そうした状況の中で

例えば予定していた額にまだ余裕があるとなり

ました場合は、そのあと二次募集、三次募集と

いうような形でかけて、できるだけ本来の目的

を達成するよう取り組みを行っております。

また、年度途中でやはり事業計画の変更等が

出てまいりまして、減額等になる場合もあるの

ですが、そうした場合につきましては、その部

分をほかのところで活用いただけるよう、その

時点でそれぞれに対して働きかけ等を含めて

行って、できるだけ予算を認めていただいた分

を執行できるよう取り組んでおりますが ちょっ、

と融資制度のほうはどうしても状況による部分

。がございましてこのような形になっております

それ以外の部分で、今回、お願いしております

減額補正につきましては、当課の分でいきます
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と、例えば年度途中でちょっと退職者の方が急

遽病気等を含めて出たと。そうした場合に人件

費の予定していた分が減額となったような状況

になっております。

補助制度につきましては、できるだけ認めて

いただいた形を執行できるように努めていると

ころでございます。

以上です。

観光推進課、えびの高原レクリエ○満行委員

ーション施設特別会計、旅費の執行残2,000円、

これは補正が必要なのでしょうか。

特別会計という中で、運○岩本観光推進課長

営費でやっておりますが、施設のリニューアル

をしたときの償還金が歳出の中の大半を占める

わけですけれども、非常に小額補正ではありま

すが、運営費については、国民宿舎の従業員の

宿舎がございまして、その宿舎の賃貸料が財産

使用料ということで入ってくるものを運営費に

充てております。その一部を運営費に充ててい

る関係がございまして、その中身を明らかにす

るという意味もありますけれども、毎年、こう

いった形で、歳出に合わせた形で補正をさせて

いただいているところです。

初めて私は見たので、2,000円って○満行委員

びっくりしたのですけれど。この160万円の節が

、 、わからないのですけれど 今おっしゃった賃金

ちょっと明細を教えてもらってもよろしいです

か。

この2,000円は、県営えび○岩本観光推進課長

の高原スポーツレクリエーション施設の運営費

でございまして、その旅費が普通旅費とし

て2,000円の当初予算を組んでおりましたものが

マイナス2,000円という形にしております。

えびの高原スポーツレクリエーションの施設

の運営費の予算の内訳でございますが、当初予

算が、旅費が2,000円、それから、役務費が２

万9,000円、使用料・賃借料が20万円、工事請負

が146万6,000円、合計で169万7,000円を当初予

算で組んでおりましたけれども、今回、旅費の

分が2,000円減額で、現計予算としまして169

万5,000円ということになっております。

、○満行委員 どうやって運営ができているのか

よくわからなくなったのですけれど、146万円も

持っていかれたら、もう残っているのは本当に

知れています。運営費の特別会計ですよね。運

営はどうなっているのか。これでできるのです

か。

、 、○岩本観光推進課長 今 申し上げましたのは

えびの高原荘のスポーツレクリエーション施設

の運営費ということでございまして、屋外のス

ケート場がございます そこのスケート場に限っ。

た運営費でございます。

あと、国民宿舎で言いますと、えびの高原荘

の運営費全部で1,021万7,000円が当初予算でご

ざいまして、それについて、旅費の減額等で現

計予算が987万7,000円。

あと、国民宿舎の高千穂荘のほうが、29年度

、予算がトータルで517万4,000円でございますが

それに対しまして、旅費等の減額で496万9,000

円が補正後の予算という形になります。

スケート場ですよね。2,000円、２○満行委員

万9,000円、20万円で運営できているということ

ですよね。

前提といたしまして、国○岩本観光推進課長

民宿舎、それから、スポーツレクリエーション

施設は、指定管理で民間企業、宮交ショップア

ンドレストランのほうに運営委託をしておりま

して、ここに上がっていますのは、県が支出す

る、執行する中身といいますか。大規模な施設

の改修ですとか、あるいは職員の出向いた場合
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の旅費とか、そういった部分が計上されている

ところでございます。

済みません。説明が漏れて申しわけございま

せんでした。

わかりました。○満行委員

よろしいですか。ほかはいかが○渡辺委員長

でしょうか。ございますか。

さっきの補足というか、勘違いさ○坂口委員

れるといけないからだけど、人口減少対策で、

特に15歳、24歳人口の3,000人か4,000人の転出

超過、これを何とかしようというのはわかるの

です。その受け皿が必要。そのために、教育委

員会と、例えば県内にこんな企業がありますと

いうことで、雇用労働政策課あたりの就職説明

、 。とかをまずやる ここが最優先だと思うのです

それで、なおかつパイが足りなければどうや

るのかということだけれども、例えば、かなり

の数の県内企業が企業説明会を自前でやってい

るのですけれど、そのブースに１人も来ないと

いうところがかなりあるんです。だから、集め

ようといっても人がいないという状況があるこ

となども総合的に見て。

それと、一時期、リストラというのがありま

した。雇用が右肩上がりのときはいいです。逆

方向になったときリストラをやるけれど、リス

トラを本当にリストラとして忠実にやった企業

。 。はあまりないものです 首切りだと思うのです

リストラというのは、ここで100いけることがで

きなかった。だから70になって、70で100のパイ

まで戻そう、そのときみんなまた来てくれと、

。やっぱり仲間になろうというのがリストラです

そうではなくて、あれは条件をつけて、ここを

、 、閉鎖してから福岡に行きます どこへ行きます

本社に移転します だから 行ける人だけは残っ、 、

てくれ、そうではない人は上乗せするからやめ

、 。てくれというので これは首切りだったんです

この繰り返しを何度かやっているのです。

だから、そこあたりを見ながら、本当に魅力

ある職場というのはどういうところなのか。県

が行政として支援すべき、将来の宮崎のために

なる企業というものをどうやって判断していく

。 、 、か それは やっぱりここで長年根づいてきた

そして、宮崎にいたいという企業と宮崎を動け

ないという企業、これは何があってもまず守る

べきです。

それから、次にどうするかということで。そ

れは僕の考え方です。けれども、それを考えな

いと、もう混乱が起こっている背景があるとい

うことで申し上げていますから、ぜひ、１回そ

のあたり全体を見ていただいて、それから、ど

うあるべきかをもう１回検証し直す必要がある

ということです。場当たりというのではないけ

れども、将来にわたって何をやるべきか、何が

本物かを検証する必要があるようなことを肌で

感じるものですから、ちょっとくどく言ったの

ですけれど。

ありがとうございま○中田商工観光労働部長

。 、 、す 後ほどちょっと御説明しますけれど 今回

初めて高校生で県外就職の内定者を対象にした

アンケート調査やったのですけれども そういっ、

た意見とか、いろいろな若い人たちがなぜ県外

に行っているのかというところあたりを、しっ

かり我々としては把握していく必要があるのか

なというのが１つございます。

それと、今回の議会でもちょっとありました

けれども、本質的にはＵターンしたいのだけれ

どもという意向を持っておられる若い方も結構

、いらっしゃるというお話も聞いておりますので

その人たちにしっかり情報を伝えていかないと

いけないということ、要するに県内企業の状況
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も含めて、こういう働き場所がありますよとい

う情報もしっかり伝えていくということも考え

ています。

あと、先ほどおっしゃいましたけれど働き方

ですね。多様な働き方、要するに短時間も含め

て、女性でありましたり、高齢の方でありまし

たり、そういう方も含めてどういう働き方であ

ればできるのかということも含めて考えていか

ないといけないんだろうなと思っています。

もう１点言いますと、小学校、中学校あたり

から、宮崎県ではこういう会社があって、社会

に対してこういう役に立った仕事をしているん

ですみたいなことも含めて、しっかりとキャリ

ア教育をやっていくのも大事な取り組みなので

はないかというふうに思っています。そのあた

りも教育委員会ともいろいろ議論をさせていた

だいているのですけれども、そういう早いうち

からの取り組みと、短期的というか、高校生と

か、ＵＩＪターン希望者に対する取り組みと並

行して、しっかりと取り組んでいかないといけ

ないと考えているところでございます。

ぜひ そのあたりを 僕も振り返っ○坂口委員 、 。

てみると、世の中にはどんな職業があるのかす

ら知らずに社会に出ていったんです。だから、

そこはやっぱり小さい時からキャリア教育とい

うことは大切かもしれないですね。

よろしくお願いをしておきます。

ほかはよろしいでしょうか。○渡辺委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、次にその他報告事項○渡辺委員長

に関する説明を求めます。

。○小堀商工政策課長 商工政策課でございます

常任委員会資料の３ページをお開きいただけ

ますでしょうか。

県内経済の概要等についてでございます。所

管する所属が複数ございますが、一括して御説

明させていただきます。

まず、１の総論についてでございますが、こ

のページの表は３つの機関の経済概況報告を時

系列で記載いたしております。左から日銀宮崎

事務所、そして、中央が財務省の宮崎財務事務

所、この２つが本県経済に関するものとなりま

す。そして、一番右側が内閣府の月例経済報告

で、全国の状況となります。

また、表に記載してございます矢印につきま

しては、前期と比較いたしまして上向きか、据

え置きかといったものを示しております。

本県の状況についてでございますが、これま

で御報告している状況と同様な状況にございま

して、直近の判断では、まず、左下の日銀宮崎

事務所をごらんいただきたいと思いますが、宮

崎県の景気は緩やかに回復しているとされてお

ります。

それから、表の中央、宮崎財務事務所につき

ましては、平成29年10月から12月の欄に記載し

てございますとおり、県内経済は緩やかに持ち

直しているとされております。

４ページをお開きください。

ここから各論になりますが、まず （１）個人、

。消費の百貨店・スーパーの販売額でございます

表にございますとおり、11月は全店ベースでは

前年を上回っているところであり、宮崎財務事

務所の調査によりますと、10月から11月にかけ

て、気温低下に伴い、衣料品に持ち直しの動き

が見られたことなどによるものでございます。

続きまして （２）の乗用車販売台数について、

でございますが、表にございますとおり、軽自

動車で前年同月比プラスが続いております。た

だ、小型乗用車につきましては、前年の販売台

数が大きくプラスになった反動等によりまし
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て、11月以降、前年同月比マイナスとなってお

ります。

５ページをごらんください。

（３）の観光についてでございます。

宮崎市内の主要ホテル、旅館の宿泊客数は、

、 、 、一番上の表にございますとおり 11月 12月は

全体でともに前年同月比マイナスになっており

ますものの、１月につきましては、国内客数、

外国人客数とも前年同月比プラスとなっており

ます。

なお、グラフの下に参考として記載していま

す表は、県内地区別に調査を行ったものでござ

いますが、11月、12月は、県西地区と県南地区

で前年同月比が大きくマイナスとなっておりま

す。この要因といたしましては、県西地区は新

燃岳が噴火したことが、そして、県南地区につ

きましては、台風によりまして国道220号線が通

。行止めになったこと等が要因と考えております

また、宮崎市内の調査と同様に、１月は県全

体で見ますと前年同月比プラスとなっており、

これは、12月にジェットスターやイースター航

空が就航したこと、そして、アシアナ航空が増

便したこと等が影響しているものと考えており

ます。

続きまして （４）の製造業についてでござい、

ます。

本県の鉱工業生産指数は、表にございますと

おり、12月は95.9となっており、11月の96.5か

ら0.6ポイント低下しております。これは、食料

品工業等が低下したことが要因と考えられてお

ります。

６ページをお開きいただけますでしょうか。

（５）の雇用情勢についてでございます。

アの有効求人倍率は着実に改善してきており

まして、本県の有効求人倍率は、表にございま

すとおり、11月が1.45倍、12月が1.47倍、そし

て、30年１月は1.53倍となっております。

また、その下のほうのイでございますが、こ

れは、ハローワークで捕捉できない雇用情勢を

把握するため、県内の民間有料職業紹介事業者

。等にアンケート調査を行ったものでございます

表の上の欄 求人でございますが 左半分の10、 、

月～12月の実績をごらんいただきますと、ふえ

、 、 、た 少しふえたという割合が高い一方 下の欄

求職の部分につきましては、変わらない、減っ

た、少し減ったという割合が高い状況にござい

ます。また、表の中央から右半分の１月～３月

期の予想を見ていただきますと、求人は、ふえ

る、少しふえると予想する回答が多くなってお

りまして、求職のほうでも、ふえる、少しふえ

ると予想する回答が多くなっております。

年度がわりに向けて、求人、求職活動が活発

になっているものと思われます。

商工政策課の説明は以上でございます。

委員会資料の７ペー○外山雇用労働政策課長

ジをお願いいたします。

県外大学とのＵＩＪターン就職支援協定の締

結について御説明いたします。

大学との協定につきましては、９月の常任委

員会におきまして、本県では初となります専修

大学との締結について御報告いたしましたが、

本日は、その後の状況等につきまして御説明い

たします。

まず、１の概要でありますが、本県では、大

学進学者のうち約７割が県外の大学へ進学する

など若者の県外流出が続いており、人材の確保

、 、が最重要課題となっておりますことから 今後

さらに効率的、効果的にＵＩＪターン就職を促

進するため、県外大学との協定の締結に今年度

から取り組んでいるところでございます。
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これまでの締結状況といたしましては、８月

に専修大学と締結した後、12月には福岡大学、

さらに、２月には西南学院大学、久留米大学と

の締結を進めてまいりました。下線を引いてあ

りますように、本県出身の学生が多く在籍して

いる大学を中心に締結を進めているところでご

ざいます。

２には、この協定に基づく具体的な取り組み

等について記載しております。

まず、８月に締結しました専修大学との取り

組みといたしましては、締結直後に宮崎市内で

開催された保護者会において、保護者に対して

県の取り組みや県内の雇用情勢等について説明

を行いました。

11月、12月には大学で開催されたインターン

シップ説明会、ＵＩＪターンフェアに担当職員

が参加し、本県のブースを訪れた学生に対して

さまざまな説明を行ったところです。

また、来週、大学で開催される全国金融機関

合同説明会におきましては、県の職員、宮崎銀

行、宮崎太陽銀行の担当者と連携して学生のＰ

Ｒに取り組むこととしております。

次に、12月に締結しました福岡大学との取り

組みといたしましては、大学で開催された合同

企業説明会に本県のブースを設置し、４月に福

岡などで開催予定のふるさと就職説明会の情報

等について説明を行いました。

このほか、西南学院大学、久留米大学につき

ましても、大学を通して、ふるさと就職説明会

の情報を学生に対して周知するなど 連携を図っ、

ているところでございます。

、 、 、３ 今後の展開でありますが 協定に基づき

各大学から県内企業へのＵＩＪターン就職がよ

り促進されるよう、さらなる連携・協力を図る

とともに、東京や福岡に加え、関西地方等に所

在する大学との協定締結についても順次進める

こととしております。

続きまして、本日机上配付した資料をお願い

いたします。

高校生の進路選択に関するアンケート調査結

果（概要）についてでございます。

１にありますとおり 本県の大きな課題となっ、

ております高校生の県内就職促進に向けた取り

組みの参考にするため、就職先が内定した県内

の高校３年生を対象に、進路選択に関するアン

ケート調査を実施いたしました。

過去には、高校２年生全体を対象に同様の調

査を実施したことがございますが、今回、初め

て就職内定者を対象に調査を実施したところで

ございます。

２、調査概要にありますとおり、昨年12月末

、 、からことし２月上旬にかけて 県内の県立高校

私立高校の就職内定者に対してアンケート調査

を実施し、合計2,513名から回答をいただきまし

た。

３の結果概要でございますが、まず （１）に、

ありますとおり、内定先としましては、県内

が55.5％、県外が43.8％となっております。

次に （２）の内定先への就職希望を固めた時、

期でありますが、学年で見ると、３年次が合計

約８割と圧倒的に多く、時期としては、高校生

への求人が解禁される３年次の７月～８月が

もっとも多くなっております。

次に （３）の就職先を決める上で一番影響を、

受けた人でありますが、先生がもっとも多く、

次いで、自分の意思だけで決めたという特にな

し、それから、保護者、先輩（卒業生）の順と

なっております。

次、裏のページをお願いいたします。

（４）は就職先を決める上で参考になったも
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、 、のでございますが 最大２つまでの複数回答で

企業訪問・見学がもっとも多く、次いで、企業

紹介冊子、就職説明会の順となっております。

次に （５）は、県内内定者1,395名の県内就、

職を選んだ主な理由でございます。３つまでの

複数回答ですが、地元には家族や友だちがいる

からがもっとも多く、次いで、安定性がある、

希望する職種・業種だから、県外での生活に不

安があるからの順となっております。

最後に （６）は県外内定者1,101名の県外就、

職を選んだ主な理由であります。同じく３つま

での複数回答ですが、希望する職種・業種だか

らがもっとも多く、次いで、親元を離れて自立

したい、一度は都会で生活したい、給料が高い

という結果となっております。

高校生の県内就職を促進するためには、高校

生はもとより、保護者や教員等に対し、県内企

業の魅力や宮崎の暮らしやすさをしっかり伝え

ていく必要があると考えておりますので、今回

の調査結果を参考にしまして、今後とも積極的

に取り組んでまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

それでは、常○中嶋オールみやざき営業課長

任委員会資料の８ページに戻っていただきたい

と存じます。

新宿みやざき館ＫＯＮＮＥのリニューアルの

進捗状況について御報告させていただきます。

、 、 、まず初めに １ 現在の状況でございますが

、 、改修工事につきましては 12月に契約完了の後

ことし１月に着工しまして順調に進捗している

ところでございます。

また、工事中の閉店期間中には、仮店舗での

営業や百貨店等での外販を行っているところで

ございます。

次に、２つ目の丸でございますが、工事等の

整備事業費につきましては、設計内容の見直し

などに努めた結果、当初予算額３億2,000万円余

に対し、現時点で約3,300万円の節減の見通しと

なっております。

さらに、物産貿易振興センター及びエー・ピ

ーカンパニー等と連携しながら、４月末のオー

プンに向けた準備を進めているところでござい

ます。

具体的な内容としまして、表の一番上にあり

、 、ますとおり １階物販コーナーにおきましては

今回、新たな取り組みであるテストマーケティ

ングを実施する商品の募集や催事イベントコー

ナーを活用する企業、団体の募集を行うなど、

県産品の展示、販売の準備を進めております。

また、２階の飲食店におきましては、店名が

「くわんね」と決定し、ランチや夜のコース料

理のメニュー開発を進めており、使用する県産

食材の具体的な調達、流通等の方法を検討して

おります。

情報発信につきましては、１階観光情報コー

ナーやデジタルサイネージ等で活用する動画等

。のＰＲ素材を収集しているところでございます

２、今後のスケジュールにありますとおり、

４月上旬に改修工事が竣工し、その後、４月25

日水曜日にメディア向けにリニューアルオープ

ンをＰＲする内覧会、27日金曜日に在京県人会

等の関係者を招いた招待者内覧会を実施しまし

て、28日土曜日にオープンする予定としており

ます。

リニューアルにより、生まれ変わる新宿ＫＯ

ＮＮＥの機能をフルに活用しまして、オールみ

やざきの体制で集客力や発信力を高め、宮崎の

認知度向上や外貨の獲得につなげてまいりたい

と考えております。

説明は以上でございます。
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ありがとうございました。説明○渡辺委員長

が終了したところです。質疑はございませんで

しょうか。

県外大学との就職支援協定の締結○黒木委員

について伺いたいと思うのですが、本県は４つ

の大学と協定を締結したというところで、一番

早いものでも去年の８月ですから、実績とかそ

ういうものはなかなか難しいと思うのですが、

専修大学が一番早いですが、インターンシップ

の説明会とか、ＵＩＪターンフェアに参加した

ということですが、これは大学が主催して、そ

して、この協定を結んでいる都道府県に連絡が

あって行っているわけですか。それとも、宮崎

県がこういうことをやりたいといって大学と連

。携して取り組んでいるのか伺いたいと思います

これについては、大○外山雇用労働政策課長

学が主催した説明会、それから、ＵＩＪターン

フェアに本県のほうも協定に基づいて出展しな

いかと要請がありまして、こちらのほうで職員

を派遣して説明を行ったということです。

多くの都道府県、それから、多く○黒木委員

の大学がこういう協定を結んでおりますけれど

も、例えば専修大学に行かれて、多くの県がこ

のようなブースを設けているのでしょうか。

今、就職というか、○外山雇用労働政策課長

売り手市場というところがありまして、各県の

協定を結んでいるところ以外にも、たくさんき

ているという中で、本県もその一角で宮崎県の

魅力をＰＲするということでございます。

宮崎県に関心がある、宮崎県の出○黒木委員

身者が多いのか、学生の関心度はどのような状

況なのでしょうか。

専修大学につきまし○外山雇用労働政策課長

、 、 、ては 理事長が本県出身ということ それから

役員にも入っておられまして、専修大学のほう

から私どもにアプローチがあったということで

ありまして、そのきっかけは、昨年のふるさと

就職説明会のときに専修大学の担当者がお見え

になって、私どもと話をした結果、初めての締

結となったところです。

本県出身者については、専修大学は64人とい

うことで、100名になってはいないんですけれど

も、そういった大学の熱意というものがござい

まして、連携して、一層ＰＲに努めていただけ

ると、そういうふうに考えております。

新潟県に行ったときには25の大学○黒木委員

と協定を締結したということで、26年からです

から、まだこういう事業を始めたからどういう

実績が上がったかというのはわからないと。

ただ、県独自のＵＩＪターン事業とかを説明

しながら、とにかく新潟県に大学卒業生を呼ぶ

のだという非常に決心があるなという気がした

ものですから、これは各県が必死になって取り

組んでいるから、よほど頑張らないとなかなか

難しいかなという気がするのですが、積極的に

。取り組んでいただきたいというふうに思います

それから、27年度から国も地方創生の一環と

して数値目標を掲げた取り組みについては財政

指標にするというような取り組みがあるようで

、 、すけれども 本県はそういう数値目標を設けて

国から財政支援を受ける計画はないのでしょう

か。

地方創生交付金とい○外山雇用労働政策課長

う枠組みの中で 高校生の就職対策事業等を行っ、

ておりますが、その中では、高校生の県内就職

率を65％に引き上げるというＫＰＩを設定をし

ているところでございます。

国に申請はしていないということ○黒木委員

ですね。

既にその交付金を○外山雇用労働政策課長
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使って、今は事業を行っておりまして、その次

の事業については、ちょっと私としては把握を

していないということです。

わかりました。○黒木委員

ほかはいかがでしょうか。○渡辺委員長

オールみやざき営業課さんなんで○重松委員

すけれど、最後のページのＫＯＮＮＥ。ちょっ

と気になるのですけれども、２階の飲食店の店

名の「くわんね」という言い方、これを決定し

たのはどのところでしょうか。

２階は、エー○中嶋オールみやざき営業課長

・ピーカンパニーさんに運営事業者として入っ

ていただきまして、基本的には事業者さんから

いろいろアイデアを出していただき、まずは候

補を決めて、県と、内容を協議した上で決定し

たということでございます。

食べなさいという意味で、宮崎で○重松委員

いったら「食べんね」という言い方のほうが。

食うか、食わんかという言い方は、ちょっと僕

は気になる言い方ではないかと思うのですけれ

ども 「食べんね」という言い方のほうが、私的、

、 。には普通かと思うのですが どう思われますか

確かにいろい○中嶋オールみやざき営業課長

ろ宮崎の方言ございまして、食べなさいという

意味で、食べないですかという意味の言葉なの

ですが、宮崎市内とか、エリアによっても若干

違うのですけれども、どちらかというと年配の

方が「食べんね」と言ったような感じで使われ

る地方もございまして、エー・ピーさんとしま

しては、ひなたとか、いろいろな候補があった

のですけれども、食べてみませんかという意味

で、いろんな候補の中から非常にこれが。要す

るにいろんな地方の方言で、東京の人は一見し

てわからないのですけれども、そういった方言

、を使ったような店名も非常にあるということで

そういう候補の中からこれを第一候補として推

薦され、それを承認したような格好になったの

ですけどれも。

恐らくお店に来て「くわんね」っ○重松委員

てどういう意味ってみんなに聞かれると思うん

です。その語源は、宮崎弁では「くわんね」っ

て食べなさいという意味ですよと多分アナウン

スすると思うのですけれども、どうも私的には

ちょっと引っかかるような言い回しではないか

と。皆さんどう思われますかということをもう

一遍確認したいと思うのですけれども。

部長、どう思われますか。済みません。

お店の名前のイメー○中田商工観光労働部長

ジのことだと思いますけれども、新宿みやざき

館自体の名前もＫＯＮＮＥということにしてい

るわけです。宮崎の方言から使われているわけ

です。

委員おっしゃるように 「くわんね」の響きを、

どういうふうに相手に与えるかというのはいろ

いろな受けとめ方があるのだろうと思いますけ

れども、宮崎の方言の１つを使ったお店の名前

ということで、エー・ピーカンパニーから、ぜ

ひこれでやりたいというお話がありまして、新

宿みやざき館ＫＯＮＮＥのイメージを大きく損

なうものではないという判断のもとに、我々と

しては一応これで同意をさせていただいた形に

なっておりますので、そのあたりは御理解いた

だけたらと思っております。

わかりました。○重松委員

ほかはいかがですか。よろしい○渡辺委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かござい○渡辺委員長

ますでしょうか。ありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「
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それでは、以上をもって商工観○渡辺委員長

光労働部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。ありがとうございました。

暫時休憩して午後１時再開といたします。

午前11時33分休憩

午後１時０分再開

それでは、お疲れさまです。委○渡辺委員長

員会を再開いたします。

、当委員会に付託をされました議案等について

県土整備部長の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

県土整備部でございます。○東県土整備部長

よろしくお願いいたします。

説明の前にお礼と御報告を申し上げます。

申しわけありませんが、着席させていただき

ます。

先月３日に都城市で開催しました都城志布志

道路梅北工区の開通式、また、同月21日の産業

開発青年隊の修了式におきましては、お忙しい

中、 原議長や渡辺委員長を初め、県議会の皆

様に御出席いただきました。この場をおかりし

まして、御礼申し上げます。

続きまして、御報告を４点申し上げます。

、 。まず 東九州自動車道についてでございます

日南北郷～日南東郷間の約９キロメートルが、

今月11日の16時に開通します。これは県南区間

で初めての開通であり、東九州自動車道の全線

の開通に向けた記念すべき新たな一歩でありま

す。

次に、九州中央自動車道についてでございま

す。先月16日に、国の第３回目の九州地方小委

員会が開催され、集落へのアクセス性などを確

保した別線での整備の案が妥当と判断されまし

た。

県としましても、平成30年度の新規事業化を

、 、目指して 必要な手続を進めてまいりますので

県議会の皆様の御支援、御協力をお願い申し上

げます。

３点目は、霧島山についてでございます。新

燃岳の噴火は、昨日、７年ぶりに爆発的噴火が

発生し、現在も継続しております。

現在のところ、今回の噴火や降灰に伴う土木

施設関係の被害報告はございませんが、えびの

高原、硫黄山周辺の噴火警戒レベルが１から２

に引き上げられたこと、及び、今回の降灰によ

る影響により、県道小林えびの高原牧園線のえ

びの高原から料金所跡までの約13キロメートル

を、全車両全面通行どめとしております。

地元の皆様や観光客など、利用者の皆様には

御不便、御迷惑をおかけいたしますが、人命優

先のため、御理解、御協力をお願いしたいと考

えております。

今後とも、火山情報に引き続き注意し、関係

部局や関係市町、関係課と連携し、その対応に

努めてまいります。

４点目は、県管理道路の全面通行どめについ

てでございます。国道219号の西米良村村所にお

いて、今月３日ですが、小規模な斜面崩壊が発

生し、全面通行どめとなりました。その後、復

旧の対応を行っていたところ、昨夜、再び大規

模な崩壊が発生いたしました。地域の方々を初

め、利用者の皆様には大変御迷惑をおかけして

おりますが、早期の復旧に向けて全力で対応し

てまいりたいと思います。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す、県土整備部所管の議案等につきまして、概

要を御説明いたします。

お手元に配付しております商工建設常任委員
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会資料の表紙をめくっていただきまして、目次

をごらんください。

まず、議案につきましては、公共事業の国庫

補助決定等に伴う補正予算案ほか特別議案８件

。 、 、でございます 次に 報告事項につきましては

損害賠償額を定めたことについて。最後に、そ

の他報告事項といたしまして、総合評価落札方

式における低入札価格調査制度の取り扱いにつ

いてでございます。

詳細につきましては、それぞれ担当課長から

説明いたします。

私からは以上でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。

ありがとうございました。○渡辺委員長

次に、議案に関する説明を求めます。

管理課でございます。○中原管理課長

まず、県土整備部の２月補正予算の概要につ

いて御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きいただきたい

と思います。

この表でございますけれども、今回の補正額

及び補正後の額などを取りまとめました県土整

備部の総括表でございます。中央の太線の枠内

をごらんください。左側のＣの欄、２月補正額

でありますが、一番下にありますとおり、一般

会計と特別会計を合わせた補正額は36億3,595

万8,000円の増額であります。

主な内容としましては、国庫補助事業等の事

、業費の確定等に伴うものでございますけれども

、このうち今回の国の補正増額分につきましては

その右のＤの欄でございます、137億1,572

万9,000円で、全額が一般会計でございます。こ

れらを含みました補正後の額につきましては、

表の右から２列目、Ｆの欄の一番下でございま

すけれども、749億683万1,000円となっておりま

す。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。

２の補助公共・交付金事業であります。補正

額はＣの欄の一番下でございますけれども、97

億4,335万5,000円の増額でありまして、このう

ち国の補正に伴います増額分は、その右、Ｂの

欄ですけれども、123億1,416万円となっており

ます。補助公共・交付金事業につきましては、

国の補正に伴う増額がある一方で、Ｅの欄にご

ざいますけれども、その他ということで出して

おりますが、補正前の県の予算と国の交付決定

額との差額、いわゆる内示差分の減額として25

億7,080万5,000円を計上いたしておるところで

ございます。

今回の補正によりまして、事業全体では増額

となったところでございます。

次に、３ページをお開きください。

まず、上の表、３の直轄事業負担金でござい

ます。Ｃの欄の一番下にありますとおり、７

。 、億3,537万5,000円の増額であります このうち

国の補正に伴う増額分が、その右、14億156

万9,000円となっております。

次に、下の表、４の災害復旧事業につきまし

ては、同じくＣの欄の一番下でございますけれ

ども、56億8,979万6,000円を減額するものでご

ざいます。

次の４ページにつきましては、今回の補正を

課別に一覧にした表でございます。後ほど各課

から御説明をさせていただきます。

おめくりいただきまして、５ページをお開き

ください。

一般会計の繰越明許費補正の集計表でありま

す。太線の枠内の２月議会申請分と太字で書い

ておりますけれども、今回の繰り越し申請額で
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ございます。①の追加の分、それと、②の変更

（増額）の合計で、26事業、254億6,392万6,000

円を今回お願いいたしております。

この結果、平成30年度への繰り越しを予定し

ております一般会計の繰越明許費の合計は、一

番下にありますとおり、43事業で、327億1,222

万9,000円となっております。

次の６ページと７ページには、ただいま申し

上げました繰越の事業ごとの内訳を掲げており

ます。それぞれ関係機関との調整ですとか、工

、法の検討に日時を要したことなどに加えまして

国の補正予算によりまして実施する事業で、工

期が不足すること等によるものでございます。

次に、８ページをごらんください。

一般会計の債務負担行為のまず追加でござい

ます。こちらの２つの事業は、国の補正のゼロ

、国債によりまして道路整備等を行うものですが

工事期間が年度をまたがりますため、債務負担

。行為の設定を今回お願いするものでございます

おめくりいただきまして、９ページをごらん

ください。ここでは特別会計の繰越明許費でご

ざいます。まず、上の表が公共用地取得事業特

別会計でございますが、用地交渉等に日時を要

しましたため、6,636万8,000円をお願いしてお

ります。

下の表でございますが、港湾整備事業特別会

計についてですが、関係機関との調整に日時を

要したことによりまして、４つの事業で、合わ

せて１億7,800万円をお願いするものでございま

す。

県土整備部の補正予算の概要は以上でござい

ます。

続きまして、管理課の補正予算について御説

明をさせていただきます。

お手元の厚い冊子の歳出予算説明資料をお開

きいただきたいと思います。321ページでござい

ます。管理課のインデックスがついていようか

と思いますけれども。

管理課の補正予算額は645万6,000円の減額で

ございます。その結果、補正後の予算額は20

億5,057万7,000円となります。

補正の内容について御説明をさせていただき

ます。おめくりいただきまして、323ページをお

開きください。

一番下の（事項）建設業指導費であります。

これは、建設業者の経営基盤の強化等を図るた

めの建設産業経営基盤強化等支援事業の額の確

定に伴います執行残といたしまして 210万5,000、

円の減額を行うものでございます。

管理課の説明は以上でございます。よろしく

お願いをいたします。

用地対策課です。当課の○河野用地対策課長

補正予算につきまして御説明いたします。

手元の歳出予算説明資料の325ページをお開き

ください。

当課の補正予算額は、一般会計で３億1,663

万9,000円の減額、特別会計の公共用地取得事業

特別会計で２億103万7,000円の減額、合わせま

して５億1,767万6,000円の減額をお願いしてお

ります。その結果、補正後の予算額は、一般会

計で２億3,559万8,000円、特別会計で２億9,204

万7,000円、合わせまして５億2,764万5,000円と

なります。

以下、補正の主な内容につきまして御説明い

たします。

327ページをお開きください。一般会計であり

ます。

まず、ページ中ほどの（事項）収用委員会費

であります。収用委員会におきましては、収用

裁決案件に係る土地や物件の鑑定料等の執行残
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により、1,352万5,000円の減額であります。

次に、328ページをお開きください。

（事項）特別会計繰出金であります。事業の

確定に伴い３億１万8,000円の減額であります。

続きまして、329ページをごらんください。

。（ ）公共用地取得事業特別会計であります 事項

公共用地取得事業費は２億103万7,000円の減額

であります。これは事業費の確定等に伴い、説

明欄１にあります土地を先行取得するための公

共用地取得事業費の３億１万8,000円の減額と、

説明欄２の一般会計の繰出金9,898万1,000円の

増額を行うものであります。

用地対策課は以上であります。

。○大坪技術企画課長 技術企画課でございます

歳出予算説明資料の331ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は1,427万5,000円の減額を

お願いしております。その結果、補正後の予算

額は３億2,761万6,000円となります。

以下、補正の内容について御説明をいたしま

す。

333ページをお開きください。

初めに、中ほどの（事項）土木工事積算管理

検査対策費でございます。これは、２のところ

に記載がありますが、電子納品・情報共有シス

テム整備管理費の受注者向けに行っております

電子納品研修に要する経費の執行残による340万

円の減額、また、３の公共工事品質確保推進事

業のうち、公共工事の施工体制点検に要する経

費の執行残によります563万円の減額でございま

す。

次に、一つ下の（事項）公共事業評価委員会

費でございますけれども、これは、公共事業評

価委員会に要する経費の執行残によります55万

円の減額でございます。

技術企画課は、以上であります。

引き続き、お手元の歳出○上田道路建設課長

予算説明資料です。

335ページをお開きください。

当課の補正予算額は、31億5,194万5,000円の

増額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は185億6,615万7,000円となります。

以下、補正の内容について御説明いたしま

す。337ページをお開きください。

、（ ） 。まず 事項 直轄道路事業負担金であります

これは、国の補正予算等に伴うもので、３億626

万3,000円の増額であります。

次に、その下の（事項）公共道路新設改良事

業費であります。こちらも国の補正予算等に伴

、 。うもので 29億382万7,000円の増額であります

次に、その下の（事項）道路建設受託事業費

であります これは 道路公社から受託した一ッ。 、

葉有料道路の橋梁補修に伴う調査設計や工事に

要する経費でありますが、調査設計に時間を要

したため、工事については翌年度に発注するこ

ととしたことなどから、5,814万5,000円の減額

であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、議案第77号から79号の「工事請負契約

の締結」また、議案第80号の「工事請負契約の

変更」について御説明いたします。

委員会資料の13ページをお開きください。

議案第77号であります。国道327号尾平工区で

施工します（仮称）尾平トンネル１工区に係る

「工事請負契約の締結」であります。

１の事業概要であります。下の管内図に示し

ていますとおり、椎葉村大字松尾における道路

改築事業で、延長2,000メートル、車道幅員5.5

メートル 全幅員7.0メートル 全体事業費は約41、 、

億円であります。
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２の工事概要であります。右ページの参考資

料に示していますとおり、延長1,028メートル、

車道幅員5.5メートル、全幅員8.0メートル、施

工方法はナトム工法であります。

３の工事請負契約の概要であります。契約の

金額は17億3,583万円、契約の相手方は坂下・山

崎・河野特定建設工事共同企業体 工期は平成32、

年３月20日までであります。

委員会資料の15ページをお開きください。

議案第78号であります。国道327号佐土の谷工

区で施工する（仮称）佐土の谷１号トンネルに

係る「工事請負契約の締結」であります。

１の事業概要であります。下の管内図に示し

ていますとおり、諸塚村大字七ツ山から椎葉村

大字松尾間における道路改築事業で、延長3,400

メートル、車道幅員5.5メートル、全幅員7.0メ

ートル、全体事業費は約72億円であります。

２の工事概要であります。右ページの参考資

料に示していますとおり、延長171メートル、車

道幅員5.5メートル、全幅員8.0メートル、施工

方法はナトム工法であります。

３の工事請負契約の概要であります。契約の

金額は６億857万7,840円、契約の相手方は、旭

、 、・大和・上田特定建設工事共同企業体 工期は

平成31年３月20日までであります。

委員会資料の17ページをお開きください。

議案第79号であります。国道219号小春工区で

施工する（仮称）小春２号トンネルに係る「工

事請負契約の締結」であります。

１の事業概要であります。下の管内図に示し

ていますとおり、西米良村大字越野尾における

道路改築事業で、延長1,700メートル、車道幅

員5.5メートル、全幅員7.0メートル、全体事業

費は約65億5,000万円であります。

２の工事概要であります。右ページ参考資料

に示していますとおり、延長483メートル、車道

幅員5.5メートル、全幅員8.0メートル、施工方

法はナトム工法であります。

３の工事請負契約の概要であります。契約の

金額は12億3,668万9,208円、契約の相手方は、

矢野・九建・戸敷特定建設工事共同企業体、工

期は平成31年10月31日までであります。

委員会資料の19ページをお開きください。

議案第80号であります。国道327号佐土の谷工

区（仮称）佐土の谷２号トンネルに係る「工事

請負契約の変更」であります。

１の事業概要であります。諸塚村大字七ツ山

、から椎葉村大字松尾間における道路改築事業で

延長が3,400メートル、車道幅員5.5メートル、

全幅員7.0メートル、全体事業費は約72億円であ

ります。

２の工事概要であります。延長229メートル、

、 。車道幅員5.5メートル 全幅員8.0メートルです

施工方法はナトム工法であります。

３の工事請負契約の概要であります。契約金

額が６億2,227万706円、変更契約の金額が６

億9,120万1,372円、増額は6,893万666円であり

ます。

契約の相手方は、内山・伊達・日新特定建設

工事共同企業体で、工期は平成29年３月10日か

ら平成30年３月20日までであります。

４の変更理由であります。トンネル掘削工に

おいては、当初想定していたよりも脆弱な地質

区間が存在したことにより、掘削の安定性を確

保する必要が生じたことや、掘削した土砂の仮

置き場の変更などの理由により、請負金額を変

更するものであります。

委員会資料の20ページをごらんください。工

事請負契約の変更内容につきまして御説明いた

します。
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上の図の左側をごらんください。終点、椎葉

村側ですが、①の25メートルの区間が脆弱な地

質区間であり、この区間の施工方法である支保

パターンを変更するものであります。

下の写真と図面をごらんください。行政や学

識経験者等で構成しますトンネル検討委員会に

よる岩判定の状況写真でありますが、委員会で

の意見を踏まえ、下の図のように、ロックボル

トの追加や鋼製の支保工を追加したものであり

ます。

、 。上の図に戻りまして 右側をごらんください

起点の日向市側の②の9.5メートル区間が安定対

策を追加した区間であり、この区間に補助工法

を追加するものであります。

下の写真と図面をごらんください。地質の状

況により、掘削中のトンネルに安定性を確保す

る必要が生じたことから、図のように、トンネ

。ルの上側に鋼管挿入を追加したものであります

これらの変更に伴いまして、工事請負契約の変

更を行うものであります。

道路建設課は以上であります。

道路保全課であります。○西田道路保全課長

歳出予算説明資料に戻っていただきまして、339

ページをお開きください。

当課の補正予算額は、12億9,088万8,000円の

増額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は150億3,350万3,000円となります。

以下、主な補正の内容につきまして御説明い

たします。

341ページをお開きください。

中ほどの（事項）道路管理費であります。こ

れは主に、１の道路管理事業の道路台帳修正費

等の執行残により4,244万円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共道路維持事業費

であります。これは、交通安全施設の整備や緊

急輸送道路などの防災対策などを行う事業であ

り、国の補正予算等により13億3,510万7,000円

の増額であります。

補正予算につきまして、道路保全課は以上で

あります。

続きまして、議案第74号の御説明をいたしま

す。

委員会資料の10ページをお開きください。

議案第74号「県道の道路標識の寸法を定める

条例の一部を改正する条例」についてでありま

す。

１の改正の理由であります。道路標識の基準

などにつきましては、国の道路標識、区画線及

び道路標示に関する命令に準拠しているところ

であります。この命令の改正に伴いまして、県

道の標識について同様に改正を行うものであり

ます。

次に、２の改正の内容であります。資料中ほ

どの参考をごらんください。２つ表があります

けど、下のほうの標識の絵が表示してある表で

あります。国の命令の改正の内容を一部抜粋し

て記載しております。

今回の国の改正では、右側のほうですが、太

枠で囲っております、サービスエリア又は本線

への入り口、番号117―２の標識が新たに追加さ

れました。これは高速道路などにおける逆走を

防止するために新たに設置されたものでありま

すが、この標識の追加により、登坂車線の番号

が１つずれました。

このため、条例においても、国の改正と同様

に、参考の上に記載してある表のとおり、登坂

車線の番号を左側の117の２―Ａ、117の２―Ｂ

から、右側の117の３―Ａ、117の３―Ｂに改め

るものであります。

次に、３の施行期日でありますが、公布の日
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からの施行を予定しております。

説明は以上であります。

河川課でございます。お手元○高橋河川課長

の歳出予算説明資料にお戻りください。

343ページをお開きください。

当課の補正予算額は８億9,695万4,000円の減

額をお願いしております。その結果、補正後の

予算額は163億3,789万2,000円となります。

以下、補正の主な内容につきまして御説明を

申し上げます。

345ページをお開きください。

まず、一番下の（事項）公共河川事業費でご

ざいます。これは国の補助を受けまして、洪水

による浸水被害を軽減するための河道掘削や堤

防の整備などの河川改修などを行う事業でござ

いまして、国の補正予算等により35億7,736

万1,000円の増額であります。

次に、346ページをお開きください。上から３

（ ） 。番目の 事項 直轄河川工事負担金であります

これは国が実施する大淀川などの直轄区間の河

川改修や宮崎海岸事業に対する県の負担金でご

ざいますが 国の補正予算等により9,275万5,000、

円の増額でございます。

続きまして、347ページをお開きください。

一番下の（事項）公共土木災害復旧費でござ

います。これは道路や河川などの公共土木施設

が被災した場合の復旧に要する経費でございま

すが、国庫補助の決定によりまして、51億8,987

万8,000円の減額でございます。

次に、348ページをお開きください。

一番下の（事項）直轄災害復旧事業負担金で

ございます。これは、国道220号などで国が実施

する道路や河川などの災害復旧事業に対する県

の負担金でございます。国の補正予算等により

まして、７億1,096万7,000円の増額でございま

す。

河川課は以上でございます。

砂防課であります。○米倉砂防課長

お手元の歳出予算説明資料の349ページをお開

きください。

当課の補正予算額は24億993万円の増額をお願

いしております その結果 補正後の予算額は79。 、

億9,658万2,000円となります。

以下、補正の内容につきまして、主なものを

御説明いたします。

351ページをお開きください。

まず、ページ中ほどの（事項）公共砂防事業

費であります。これは、土石流のおそれがある

渓流での砂防堰堤などの整備や地滑りのおそれ

がある箇所での対策工事、土砂災害警戒区域等

の指定のための基礎調査などを行う事業であり

ますが、国の補正予算等による、13億2,723

万9,000円の増額であります。

なお、説明欄の４、災害関連緊急砂防等事業

の２億2,107万7,000円の減額につきましては、

採択要件を満たす災害が発生しなかったことに

より、減額となっております。

次に、一番下の（事項）公共急傾斜地崩壊対

策費であります。これは、急傾斜地の崩壊のお

それがある箇所での擁壁工・のり面工等の整備

や、基礎調査などを行う事業でありますが、国

の補正予算等により10億4,569万3,000円の増額

であります。

352ページをお開きください。

説明欄の２、災害関連緊急急傾斜地崩壊対策

事業の5,263万7,000円の減額につきましては、

当該事業の採択要件を満たす災害が発生しな

かったことにより、減額となっております。

最後に、中ほどの（事項）直轄砂防工事負担

金であります。これは、霧島火山群からの土砂
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流出による被害を防止するために、国が実施す

る直轄砂防事業に対する負担金でありますが、

国の補正予算等により4,871万9,000円の増額で

あります。

砂防課は以上であります。

港湾課であります。○明利港湾課長

お手元の歳出予算説明資料の353ページをお開

きください。

当課の補正予算額は、一般会計で12億8,535

万9,000円の減額と、港湾整備事業特別会計で１

億4,000万円の増額をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は一般会計と港湾

整備事業特別会計を合わせまして、57億1,015

万9,000円となります。

以下、補正の内容について御説明します。

355ページをお開きください。

、 。（ ）まず 一般会計について御説明します 事項

。の一番上の空港整備直轄事業負担金であります

これは、宮崎空港の誘導路改良等に係る直轄事

業に対する負担金でありますが、直轄事業費の

確定により、１億4,849万8,000円の減額であり

ます。

次に、356ページをお開きください。

下から２番目の（事項）特別会計繰出金であ

ります。これは、港湾整備事業特別会計の不足

を補うため、一般会計から繰り出しを行うもの

でありますが、歳出額の確定により３億7,512

万3,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）直轄港湾事業負担金

であります。これは、細島港及び宮崎港の防波

堤等の整備に係る直轄事業に対する負担金であ

りますが、直轄事業費の確定等により、4,452

万6,000円の減額であります。

次に、357ページをごらんください。

中ほどの（事項）公共港湾建設事業費であり

ます。これは、港湾施設の機能強化や効率性、

安全性等を確保するため、国庫補助、交付金事

業により、防波堤や岸壁などの整備を行うため

の経費でありますが、国庫補助決定等により１

億9,592万7,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）港湾災害復旧費であ

ります。これは、台風等により被災を受けた公

共港湾施設の復旧に要する経費でありますが、

国庫補助決定等により４億7,309万円の減額であ

ります。

一般会計につきましては、以上であります。

次に、港湾整備事業特別会計について御説明

します。

359ページをごらんください。

（事項）細島港整備事業費であります。これ

は、細島港白浜地区において、コンテナターミ

ナルの効率化を図るとともに、ヒアリ対策とし

てコンテナヤードの舗装を行うもので、ヒアリ

、の活動が活発となる夏場までに完了させるため

今回お願いしているもので、１億4,000万円の増

額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、委員会資料の21ページをお開きくださ

い。

議案第81号「財産の処分について」でありま

す。これは、財産に関する条例第２条の規定に

基づき、予定価格7,000万円以上で、かつ、２万

平方メートル以上の土地の処分について、議会

の議決をお願いするものであります。

１の処分の目的としましては、細島港白浜地

区工業用地の一部を、同地区で操業している工

場で製材・加工された木材の天然乾燥場等に供

するものとして処分するものであります。

以下、所在地は、日向市竹島町１番111、細島

港白浜地区工業用地、面積は３万6,993.66平方
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、 、 、メートル 処分価格は２億3,306万円 売渡先は

中国木材株式会社代表取締役堀川智子でありま

す。

処分予定地の場所は、位置図の下にございま

す同社の集成材工場に隣接している白の斜線部

となります。

港湾課は以上であります。

都市計画課であります。○中村都市計画課長

当課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料に戻っていただきまし

て、361ページをお開きください。

当課の補正予算額は１億9,305万1,000円の減

額をお願いしております。その結果、補正後の

予算額は24億8,038万6,000円となります。

以下、補正の内容につきまして、主なものを

御説明いたします。

363ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）都市計画指導監督費

であります。これは、市町村が実施いたします

国庫補助事業の指導監督を行うものであります

が、国庫補助決定に伴う138万4,000円の増額で

あります。

次に、一番下の（事項）都市計画に関する基

礎調査実施事業費であります。これは、都市計

画法に基づきまして、都市計画の適切な見直し

を行うための調査を３カ年で実施するものであ

りますが、今年度実施する調査箇所を変更した

ことに伴う実績額が当初の見込みを下回ったこ

とにより、6,788万6,000円の減額であります。

次に、364ページをお開きください。中ほどの

（事項）公共都市公園事業費であります。これ

は、国からの交付金を受けて都市公園の整備を

行うものでありますが、国庫補助決定に伴う１

億450万円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共都市災害復旧事

。 、 、業費であります これは 都市公園内において

災害が発生しなかったことに伴う1,700万円の減

額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、議案でございますが、常任委員会資料

の11ページをお開きください。

議案第75号「都市公園、公園施設及び特定公

園施設等の設置の基準を定める条例の一部を改

正する条例」について、御説明いたします。

１の改正の理由でありますが、都市公園法施

行令の一部改正により、これまで、同施行令で

定められておりました、都市公園に設ける運動

施設の敷地面積の上限割合が削除され、新たに

条例で定めるよう委任されましたことから、所

要の改正を行うものであります。

改正されました都市公園法施行令第８条第１

項を掲載しておりますが、先ほど申し上げまし

た運動施設の敷地面積の割合につきましては、

アンダーライン部にありますように 100分の50、「

を参酌して、当該都市公園を設置する地方公共

団体の条例で定める割合を超えてはならない」

と定められております。

これを受けまして、２の改正の内容でござい

ますが、条例に第６条を追加し、国の施行令を

参酌し、条例で定める割合を100分の50とするも

のであります。

また、６条の追加に伴う条例ずれにつきまし

ても、修正するものであります。

３の施行期日につきましては、公布の日から

施行することとしております。

都市計画課からの説明は以上であります。

建設住宅課であります。○志賀建築住宅課長

歳出予算説明資料にお戻りいただきまして、365

ページをお開きください。

当課の補正予算額は１億6,190万7,000円の減
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額をお願いしております。その結果、補正後の

予算額は22億803万9,000円となります。

以下、補正の内容について主なものを御説明

いたします。

368ページをお開きください。

ページ中央よりやや下の（事項）建築物地震

対策費であります。これは今年度予定していた

民間事業者による耐震改修工事の一部が、次年

度に行われることとなったことなどから、国庫

補助決定に伴い、5,219万1,000円の減額であり

ます。

次に、369ページをごらんください。

（事項）の下から２つ目、公共県営住宅建設

事業費であります。これは県営住宅の建てかえ

や環境整備を行う事業で、国庫補助決定に伴

い、3,536万5,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共優良賃貸住宅供

給促進費であります。これは、3,850万1,000円

の減額であります。

ここで、次の370ページをお開きください。

一番上の欄の２項目めの地域優良賃貸住宅供

給促進事業において、住宅の整備を行う民間事

業者がなかったことなどから、国庫補助決定に

伴い、減額するものであります。

補正予算につきましては以上であります。

次に、委員会資料の12ページをお開きくださ

い。

議案第76号「建築基準法施行条例の一部を改

正する条例」について御説明いたします。

１の改正の理由でありますが、まず （１）に、

つきましては、都市緑地法等の一部を改正する

法律による建築基準法の一部改正により、都市

計画に定める用途地域の新たな類型として、田

園住居地域が追加されることから、所要の改正

を行うものであります。

次の （２）につきましては、建築基準法施行、

令の一部改正により、防火避難上、一定の性能

を有する建築物として、特定避難時間倒壊等防

止建築物が追加されたことから、所要の改正を

行うものであります。

なお、特定避難時間倒壊等防止建築物とは、

下の米印の２にありますとおり、当該建築物の

在館者が避難を終了するまでの間、火災による

倒壊及び延焼を防止する性能を有する建築物で

あります。

次に、２の改正の内容であります。

まず （１）についてですが、日影による中高、

層の建築物の高さを制限する区域については、

建築基準法に基づき条例で規定することとされ

ております。今回新たに創設されます田園住居

地域は、上の米印の１にありますとおり、農業

の利便を図りつつ、これと調和した低層住宅に

係る良好な居住の環境を保護するための地域と

されておりますので、制限を行う区域に追加す

るものであります。

次の（２）についてでありますが、火災発生

時の避難上の安全の検証を行うことで、避難施

設に関する条例の規定の一部、例えば出入り口

や廊下の幅などでございますが、これらを適用

除外とすることができる建築物がございます。

こうした建築物に「特定避難時間倒壊等防止建

築物」が建築基準法施行令の改正により、追加

されましたことから、条例においても追加する

ものであります。

最後に （３）の「施行期日」でありますが、、

（１）については本年４月１日から （２）につ、

いては公布の日から施行することとしておりま

す。

建築住宅課は、以上であります。

営繕課であります。歳出予算○松元営繕課長
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説明資料にお戻りいただいて、371ページをお開

きください。

当課の補正予算額は、4,955万3,000円の減額

をお願いしております。その結果、補正後の予

算額は８億6,676万1,000円となります。

以下、補正の内容について、主なものを御説

明いたします。373ページをお開きください。

まず初めの（事項）庁舎公舎等管理費であり

ます。庁舎公舎等の補修工事等の執行残によ

り、3,605万円の減額であります。

次に、中ほどの（事項）電気機械管理費であ

ります。庁舎等の機械、電気設備の維持管理業

務委託等の執行残により、1,041万5,000円の減

額であります。

次に、一番下の（事項）県庁舎ＢＣＰ対策事

。 、業費であります 庁舎等の建具飛散防止を初め

電力や通信等の浸水対策など、ＢＣＰ対策に係

る改修工事等の執行残により200万円の減額であ

ります。

営繕課は、以上であります。

高速道対策局でありま○前内高速道対策局長

す。お手元の歳出予算説明資料の375ページをお

開きください。

当局の補正予算額は、２億3,157万4,000円の

減額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は、28億151万4,000円となります。

377ページをお開きください。主な補正の内容

につきまして御説明いたします。

中ほどから少し下の（事項）高速自動車国道

等直轄事業負担金であります。これは国の直轄

事業に要する費用の確定などにより、２億3,030

万5,000円の減額であります。

高速道対策局は、以上であります。

ありがとうございました。○渡辺委員長

執行部の説明が終了いたしましたので、質疑

をお願いいたします。いかがでしょうか。

きのうの坂口委員の質問で、補正○黒木委員

予算、公共事業関連費が全国で12番目という話

がありましたけれども、これは期待どおりと、

事業全体が確保されたと考えていいんでしょう

か。

昨年が、たしか14位だったか○中原管理課長

と思います。順位だけの話ではございませんけ

れども、昨年度が11月に150億円ほどございまし

た。今年度の補正につきましては、大きな災害

等が全国的にありました関係で、どれほどの補

正が本県に来るか心配してたところでございま

すけれども、年度を通しまして国への働きかけ

を一生懸命やってきました結果として、ほぼ要

望に沿うような形で、九州でも ３位というふう※

な金額になっておったかと思いますけれども、

評価いただけるものというふうに考えておりま

す。

知事以下が積極的に予算確保に動○黒木委員

いた成果が上がったというふうに感じているわ

けですね。これからもひとつ積極的に働きかけ

て、予算確保に向けて取り組んでいただきたい

と思います。よろしくお願いします。

参考までにですが、港湾課の議案○坂口委員

第81号ですけれど財産処分。この処分価格の決

定のあり方について、普通の整理の方式で価格

を決めているものではないでしょうから、考え

方が２つあると思うのですけれど。１つは、そ

こにどうやって工事をしていて幾らコストがか

、 、かったかということで それをペイするために

その土地の価格を決めるという方法と、そこの

土地の価値を鑑定していくという方法とか、い

ろいろあると思うのですけれど、こういった場

合の売買価格の決め方は、どのような具合にし

※34ページに訂正発言あり
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て決まっていくのですか。

こういう工業用地を売却する○明利港湾課長

場合の土地の単価ですけれども、これは公有財

産取扱規定等によりまして、不動産鑑定士によ

る鑑定評価を参考としております。

そして、この場合も売る相手先が○坂口委員

決まってからの契約になってくると思うんです

よね。それか公告をして、欲しい人に売ります

よという決め方になってくるのですか。かなり

売買先が制限されてくるのではないかと思うの

ですけれど。そこらのところと、鑑定士が出し

た価格との売り手、買い手の折り合いは、最終

。的にはどのような具合に決まってくるんですか

この細島港の白浜地区につき○明利港湾課長

ましては、現在のところと言いますか、売却す

る前は、整備で必要になります消波ブロックと

か、そういうケーソンとかの製作ヤードと

して使っておりまして、実はまだ工事は続いて

、 、おりますので そういう用地も必要なのですが

企業から買い取りしたいというような要望が

あった場合には、本来、企業に売却するための

土地ですので、工事の調整等を図りまして、可

能な範囲で売却をするということで今回の面積

。 、等も決めております これの競争に当たっては

一般競争入札で公告等を行って、その際には、

先ほど言いましたように、不動産鑑定士による

鑑定評価を行いまして単価を決めております。

やっぱりそこで高く入札した人と○坂口委員

。の契約になっていくということになるのですか

そうなります。結果的に、今○明利港湾課長

回、ここの場合は１者だけの応札でありました

けれども、要望者があるときには、原則として

一般競争入札で行っております。

全く法の縛りとかをわからずに聞○坂口委員

いているのですけれど、ここにはこの企業に売

却することが、将来やっぱり県の総合的な政策

の推進とか、その地域の用途の目的とかに、こ

の企業のほうが的確に適合するよとかいうよう

なケースが出てくると思うんですよ。そういう

ときに競争させて、それ以外のところが、そこ

を価格で所有していくということと、ここのヤ

ードはこういう目的で、やっぱり将来使ってい

きたいよなという目的、そういったものとの整

合というのが、一般競争入札でやったらずれて

くる場合はないですか。

細島港の場合は、御案内のと○明利港湾課長

おり、非常に企業が立地しておりまして、今空

いている状況も少ない、工業用地として使われ

る場所も少ない状況ではございますけれども、

一応、この売却をするに当たりましては、細島

港の利用がある企業という条件をつけておりま

す。そういうもので事前に審査をして、この企

業については細島港の利用促進につながるとい

うようなもとで入札の条件としております。

そこがあれば安心なんです。それ○坂口委員

らが一般競争入札となると、誰でも来てという

ことになると、ちょっと問題なので、そこが聞

きたかったんです。

ほかはいかがでしょうか。○渡辺委員長

先ほど黒木委員の御質問に対○中原管理課長

しまして、国の配分額が九州で３位というふう

に私は申し上げました。２位の間違いでござい

ましたので、訂正させていただきます。申しわ

けございません。

よろしいですか。ほかにござい○渡辺委員長

ませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

よろしいですね。○渡辺委員長

それでは、次に、報告事項に関する説明を求

めます。
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道路保全課であります。○西田道路保全課長

委員会資料の22ページをお開きください。

道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたこ

とについて、地方自治法第180条第２項の規定に

基づき、御報告いたします。

今回の報告は、物損事故が４件であります。

それぞれの事故の内容について御説明申し上げ

ます。発生日、発生場所等につきましては、資

料の左側の欄に記載のとおりであります。

１番目の落石乗り上げ事故につきましては、

道路上に落ちていた石に車両が乗り上げ、車両

のフロントバンパーなどを損傷したものであり

ます。運転者に前方不注視の過失がありますの

で、３割の過失相殺を行っております。

２番目の枝落下事故につきましては、道路上

方から落下してきた木の枝が車両を直撃し、車

両のフロントガラスなどを損傷したものであり

ます。本件は、その内容から、被害者に過失を

問うことはできないと判断しておりますことか

ら、過失相殺は行っておりません。

３番目の穴ぼこ事故につきましては、道路上

に発生していた穴ぼこに車輪を落とし込み、車

両の右前輪などを損傷したものであります。運

転者に前方不注視の過失がありますので、４割

の過失相殺を行っております。

４番目の落石乗り上げ事故につきましては、

道路上に落ちていた石に車両が乗り上げ、車両

左側の前後のタイヤ及びフロントバンパーなど

を損傷したものであります。運転者に前方不注

視の過失がありますので ４割の過失相殺を行っ、

ております。

損害賠償額は３万1,253円から14万2,873円と

なっておりまして、全て道路賠償責任保険から

支払われます。

説明は以上でありますが、引き続き道路パト

ロールを徹底するなど、道路施設の安全確保に

努めてまいりたいと考えております。

道路保全課は、以上であります。

港湾課であります。委員会資○明利港湾課長

料の23ページをお開きください。損害賠償額を

定めたことについて、地方自治法第180条第２項

の規定に基づき、御報告します。

この事案内容であります船舶衝突事故でござ

いますが、平成28年９月20日に鹿児島県大隅半

島に上陸し 本県の東海上を北上しました台風16、

号の暴風により、宮崎港東地区の小型船だまり

に避難していた船舶が互いに衝突し、船体やプ

ロペラ等に損傷を与えたものであります。

衝突の原因ですが、この船だまりに小型船が

避難をする場合、横方向に船舶同士を連結して

固定し、さらに縦方向には県の管理します係船

浮標、これは水域に船を停泊させるために設置

してありますブイのことですが、これにつない

で固定をいたしますが、今回、６基ありますこ

の係船浮標のうち３基の浮標の鎖が、経年の摩

耗により切断したことにあります。

本件は、その内容から、被害者に過失を問う

ことはできないと判断しておりますことから、

過失相殺は行っておりません。損害賠償額は12

件で、合計137万1,956円となっており、全額県

費から支払っております。

説明は以上でありますが、再発防止としまし

て、他の港湾においても、事故後直ちに現状調

査を行い、点検・補修体制を徹底させるととも

に、今回、事故のありました船だまりにつきま

しては、新たに北側の防波堤に防風柵の設置を

進めておりまして、ことし夏に完成する予定に

なっております。

今後とも、維持管理計画に基づく港湾施設の

適正な管理に努め、利用時の安全確保を図って
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まいりたいと考えております。

港湾課は、以上であります。

ありがとうございました。○渡辺委員長

質疑はございませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

よろしいでしょうか。○渡辺委員長

それでは、次に、その他報告事項に関する説

明を求めます。

管理課でございます。その他○中原管理課長

報告といたしまして 委員会資料の25ページと26、

ページでございますけれども、お開きいただき

たいと思います。

総合評価落札方式における低入札価格調査制

度の取り扱いについて、御説明をさせていただ

きます。

１番の趣旨をごらんください。昨年９月に国

から総合評価落札方式には最低制限価格制度で

はなく、低入札価格調査制度の活用等により、

ダンピング受注の防止を徹底するよう要請がご

ざいました。

このため、現在、最低制限価格制度で運用し

ております総合評価落札方式に低入札価格調査

制度を適用することといたしまして、本年６月

から試行することとしたところでございます。

右側のページの参考の１をごらんいただきた

いと思います。本県の主な入札方式と適用して

おります制度でございますけれども、表の上側

にありますとおり、本県の入札方式につきまし

ては、条件付一般競争入札、この中に 「総合評、

価落札方式」と「価格競争方式 、この２つがご」

ざいます。それと「指名競争入札」の、大きく

３つに分類されるわけでございます。現在、こ

の３つともに、最低制限価格制度を適用してお

りますが、今回は、このうちの総合評価落札方

式の部分につきまして、低入札価格調査制度に

変更をいたすものであります。

その下、参考の２をごらんください。制度の

説明という図でございます。こちらは、低入札

価格調査制度と最低制限価格制度を比較した図

でございますけれども、いずれも予定価格１億

円の工事入札をイメージしたものとなっており

ます。

まず、右側が現行の最低制限価格制度でござ

いますけれども 予定価格１億円の場合 その90、 、

％程度に設定いたします最低制限価格9,000万円

を下回りますと失格となります。この図でいき

ますと、ＡからＣまでが失格ということになり

ます。それと、ＤかＥのうち、評価値が高いほ

。うが落札者ということになるわけでございます

一方、今回導入いたします低入札価格調査制

度では、左側の図になりますけれども、最も評

価値が高いものが予定価格と低入札調査基準価

格の間の入札額であった場合、この場合、Ｄか

Ｅでございますけれども、この２つの場合でし

たら、そのまま落札者に決定をいたします。こ

れが低入札調査基準価格と失格基準価格の間で

入札した場合、ＢかＣの場合でございますけれ

ども、このうち最も評価値が高くなった場合に

は、一旦落札者の決定を保留いたしまして、低

入札価格調査というものを実施した上で落札者

とするか否かを改めて決定するというのが制度

のあらましでございます。

改めまして、左側のページに戻っていただき

まして、２番の最低制限価格制度からの変更点

についてでございます。

まず （１）の低入札価格調査の実施です。、

まず、低入札調査基準価格は、国の算定式に

本県の補正係数1.03を掛けた価格のおおむね90

％程度といたします。これは現在の最低制限価

格と同じ水準としております。そして、この基
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準を下回った応札者が落札候補者となった場合

には、品質確保の実効性や施工体制を確認する

ため 調査を実施いたしまして その結果によっ、 、

て落札者を決定するということでございます。

次に （２）の失格基準価格の設定についてで、

ございます。

先ほど、参考２で御説明しましたように、こ

こでは１億円の工事で8,500万円を失格基準価格

と設定しておりますけれども、予定価格の85％

を下回った場合、適正な施工が確保できない蓋

然性が高いという評価をいたしまして、一律失

格といたします。これを「失格基準価格」とい

うことで設定するものでございます。

次に （３）施工体制評価点の導入についてで、

ございます。

総合評価落札方式の場合、入札額と技術評価

点で評価値を算出し、その評価値の最も高いも

のが落札候補者となっておりますけれども、今

回、技術評価点の配点に、新たに「施行体制評

価点」というのを導入いたします。右側のペー

ジ、３項の３にお示ししているところでござい

ますけれども、低入札調査基準価格以上の応札

者に対しましては、品質確保の実効性と施工体

制確保の確実性の高さを評価いたしまして、評

価の値に施行体制評価点10点を加算するという

ものでございます。

（４）でございます。その他、品質確保を図

るための主な措置ということでございます。

まず１つ目のポツでございますけれども 「技、

術者の増員配置の義務づけ」でございます。低

入札価格調査の結果、落札者となった者に対し

ましては、品質確保の実効性を高めるため、入

札参加資格で求める技術者に加えまして、もう

１名、専任の技術者を追加配置させること、加

えて、現場代理人と技術者の兼任を認めないと

いうものでございます。

２つ目のポツでございます 「入札参加資格の。

制限」ということになりますけれども、企業の

過去５年間の工事成績点の平均が、県全体の平

均点を下回っている場合は、さらなる品質低下

が懸念されるということから、低入札価格での

受注を認めないというものでございます。

最後になります。３番の施行でございますけ

れども、これらの内容につきましては、ことし

の６月から国の低入札価格調査制度に対応され

ている業者の多い「土木一式、建築一式の特Ａ

ランク」で試行いたしまして、その後、影響を

確認しながら段階的に適用を拡大していく予定

としております。

なお、この内容につきましては、先月、県の

建設業協会のほうにも御説明し、御意見をいた

だいたところでございますけれども、特に異論

はなかったところでございます。

管理課の説明は、以上でございます。

ありがとうございました。○渡辺委員長

今御説明がありました事項についての質疑は

ございませんでしょうか。

きのうもいろいろ言っていたので○坂口委員

すけれど、きのうの質問で今後の週休二日制導

入と、その対象現場になった場合、これが全て

かどうかわからないですけれど、今説明を受け

ながら、ちょっと感じたことを。

きのうの答弁では、直工費にその週休二日の

経費増が全く反映されてないということが１つ

ありましたよね。そこが問題だということ。

具体的には、労務費と、運搬に係る現場の運

搬、移動、その運転手、そして車の使用料あた

りに週休二日のしわ寄せがいくのかなと思うの

ですけれども。そうなったときに、全体にそれ

が予定価格に何％ぐらい影響するか、最低制限
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価格にいくらぐらい影響するかですけれど、上

回ることは間違いないですよね。

これは最低制限価格と違うから、そういった

ピシッとした法律に基づいた数字というものが

必要ではないか、この間はやばいぞ、これはと

いう判断ですよね。今までが最低制限価格が90

％ですけれど、週休二日、４週８休になれば、

確実にこの現場は経費が増してくる。それはや

ばいぞと判断すべきと思うんですね。

監視価格を90％より上げる必要があると思う

んですよ。これを試算してみても、全く素人だ

からわからないのですけれど、仮に労務費関係

が最終的に全て一般管理費も本当は週休二日の

部分がかかってくる部分はあると思うんです。

やっぱり事務所を実質閉めて金を払うという形

になるし、この人たちは正社員でしょうから、

福利厚生から賞与から全て含んで、稼いでこな

い日を一般管理費の対象の人たちも、やっぱり

経費は使っていくと考えると、そんなのをもろ

もろやったときに、全ての人件費が、そこまで

上がるかどうかですけれど、１割ぐらい上がっ

たときに、予定価格に一、二％ぐらい影響する

ようなアバウトな計算、直工の中の経費を、例

えば、十数％、そして、それから金額が膨れ上

がって、また現場管理、そしてまた、一般管理

利率計算でいくと結構小さくはないような気が

するんですね。そこにも監視の網を掛けなくて

は、週休二日を対象にした現場と、そうでない

現場との注意すべき範囲というのは変わると思

うんです。コストが変わるのだから。

そうすると、やっぱりこの場合は、低入札調

査価格というものは上げていかないと、ちょっ

と理屈が通らなくなるのではないかと僕は思う

んですよね。そこに応じる方も、これを下手な

価格で落としたら、技術者が１人余計に要りま

すよとか、確認だって徹底して、兼務しなくて

、 。はならないのですから 担当するためにですね

的確にやってきているかと。この現場は経費を

、かなり食う現場になるということをしたときに

この90％というのが、最低制限価格の考え方で

本当にいいのかどうかというのがちょっと疑問

、 、に 今ちょっと詳しくはわからないですけれど

今の説明を受けて感じたのですが、そのあたり

はどんな検討をなさったのですか。

私どもも、まだ委員おっ○大坪技術企画課長

しゃいますように、労務費単価を週休二日の場

合、どのように設定するのかというのは、詳し

く分析しているわけでもございませんし、国の

ほうでも、今検討中だと伺っております。

毎年、国が労務費調査を行って、次年度の設

、計労務単価というのを決定するのですけれども

昨年度の調査の段階では、そういう週休二日に

取り組んだときの労務費の増も加味して調査を

するというような報告を受けておりました。今

年度も３月１日から設計労務単価は６年続けて

引き上げということになりまして、これの引き

上げの分を取得控除に改めますと、今委員おっ

しゃったとおりの１億円の控除から１％ぐらい

は上がるようなことになっているのですけれど

も、その引き上げの根拠として、週休二日の労

務費を加味しているという説明は、一切なされ

ておりません。

、 、 、ですから まだ国のほうも 調査の段階では

引き上げ部分があらわれてなかったのかもしれ

ませんけれど、そこをどう政策的にやるのかと

、 。いうのは まだ示されていない段階なんですね

国のほうも、週休二日の試行件数が、まだそん

なに多いわけではございません。

特に、本県につきましては、28年度から始め

たところで、週休二日の工事は、まだ10件程度
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の試行の実績しかございません。今年度も、ま

だ９件、今試行実施を行っていただいているよ

うな状況でございまして、まだ実態把握という

ことについては全くわからないところで。県に

おきましても、ようやくことしの２月から、週

休二日工事の試行においては、現場管理費と共

通仮設費の割り増しをしましょうというような

形にしたところでございまして、まだ実際、課

題がたくさんあることはわかっているのですけ

れども。それにどう対処するのかというのは、

まだわからないところでございまして、この低

入札価格調査制度の導入につきましても、全く

発端は違うところでございまして、そもそも地

方自治法施行令の中で、総合評価落札方式にお

いては最低制限価格制度は使えないよという中

で、ただ本県の場合は、急激に総合評価落札方

式の件数をふやしたものですから、発注者、受

注者ともに手間がふえてしまうということで、

総合評価落札方式においても、低入札価格調査

じゃなくて最低制限価格を適用していた経緯が

ございます。

ただ、それをまず解消しようということで、

今回、この適用をすることにしたところでござ

いまして、まだ、委員おっしゃいますように、

週休二日工事とのリンクというのは、全くでき

ておりませんので、今後は、その両方を加味し

ながら、いろいろ検証する中で考えていくべき

であるというふうに考えているところでござい

ます。

そうなんですよ。だから、自治法○坂口委員

なり会計法なりでいくと、総合評価落札方式で

やると最低制限価格は、その根拠がなくなって

しまうからかけられない。ただ品確法なり、あ

るいは自治法の広い解釈で、安いがゆえにガセ

をつかんではいけないよというところで歯どめ

をかけることの知恵が最低制限価格。

それからもう一つは、社会に著しい影響、ダ

ンピングが始まって業者が倒産し出した。これ

を防ぐための、この２つしかないから、総合評

。価落札方式となると無理があると思うんですね

ただ、今度は責任を持つためのものが監視価

格帯だと思うんですよ。そこで、週休二日の指

定をやれば確実に経費は増すよと 増すとわかっ。

ていて、監視帯はやっぱり同じというのは、今

。 、度は理屈が通らないと思うんです その根拠に

品確法から来る、あるいは自治法から来る低入

札のグレーゾーンはこのあたりですよねという

のが90％なんです。本県はそれに３％増します

というルールでですね。

だから、当然、この指定をかければ、この現

場は大まかに１％ぐらい、あるいは２％ぐらい

は金が余計にかかるぞと。根拠はないよと。で

も理屈的にかかるよとなったら、発注者側の責

任を履行するためのグレーゾーンだから、そこ

を我々がチェックしますよと。これは数字につ

ながる法律というのは何もなくて当たり前だと

思うんです。自分らが、ここをチェックしてい

こうというのは。こちらは金がかからん現場を

。 、ここでチェックしようと よりかかるところを

これでチェックしようというのが横並びという

こと自体が、僕はむしろ理屈的に無理があると

思うんですよね。

だから、これで落とさせるというのではなく

て、ここまでは丁寧に念を入れましょうという

範囲は上げていくべきだと思うんです。そうで

ないと、業者はわかっていてその下に滑り込ま

ないと、落札につながらないということで、自

分ところではこれだけここ担保するためには経

、 、費がかかるかなって思ったって 取るためには

しかし下にもぐらないと取れないよなというこ
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とになってくると思うんですよね。

90％を下回った人が全てはじかれれば、それ

から下で入れてくるという人はいないでしょう

けれど、そのあたりが引っかかってくれば、そ

、 、れを研究して やっぱり県の考え方はこうだと

うちは悲しいかな、これでは元が取れないけれ

ど仕事を取るためにはこれだということで。だ

から、監視帯が何だったのかというのが、そこ

に責任が伴わない、単なる数字の幅ということ

になってきて、ここはやっぱり、国がどうであ

ろうと県独自で、そこは責任持った線というの

を、91％なり90％なりに持っていかなくてはな

らないというのがあると僕は思うんです。それ

が一つですね。

そして、さっき、例えば、現場管理費と、あ

と1.02％が、これは共通仮設費のほうだったで

すね、1.04に見直すということ。1.04に見直さ

れるのは、本当は1.02なんですよね。もともと

これは1.02の２％の範囲内で、発注時期、ある

いは工期によって補正することができますよと

いうのは、以前から共通歩がかりの中にあった

んですけれど履行されてないだけなんですね。

今度はそうすると金がかかるよってことで、国

は1.04で２％、４％にしたけれど、２％は織り

込み済みなんですよ。共通歩がかり、昔から。

、 、だから そういう具合で幅を持たせておいて

やるかやらないかは、発注者側の設計上の、そ

こでいくら金を置くという理屈の上でやってい

、 、けばいいだけのことで やっぱりやるからには

、宮崎県としてしっかりした根拠に基づいたもの

。これで契約しますというものではないんですよ

ここまで来たら、あなた方はしっかりチェック

するよ。だって、ここはこの現場より金がかか

るものという、発注者側の責任だから、ここは

やっぱりちょっと検討の余地があるのではない

かという気がしますね。

今の委員御指摘の共通仮○大坪技術企画課長

設率の1.2％、0.2の増、それから現場管理費率

の1.04の増、国も今年度からこれを試行すると

いうことで始めたわけなのですけれども、これ

、 、 、は話を伺いますと やはり前年度 前々年度に

この週休二日に当たって、どのくらい、どう経

費率が上がるのだろうかという調査をしたと報

告はいただいております。

ただ、その後のいろいろ国の会議等に出席し

ました中では、やはり根拠が曖昧なんだという

話はされておりまして、今年度以降、また見直

すというような話も伺っております。

ですから、繰り返しになりますけれども、や

はり私どもも、実際に週休二日を試行していた

だく業者さんといろいろ意見交換をする中で、

国のそういう話を伺って、検証していきながら

決めていく必要があるというように思っており

ます。

なかなか、悩まれるところかもし○坂口委員

れないけれど、明らかに経費はふえる、減るこ

とは絶対ないわけです。間違いなくふえる。そ

れが、おおよそこれぐらいだろうというのが、

先ほどの全国共通点としての、やっぱり共通仮

設費の部分だって最低２％ぐらいは上がるだろ

うという。特に東北・北陸地方だと思うんです

よ。工事発注の時期と工期によって２％の範囲

内で補正できますよという共通歩がかりをです

ね、そういうルールがあった。だから、そこを

、 、見直して 今度は４％加算しますということで

明らかに上がるんですから。すると、今度はこ

の監視帯をつくるということは、本当にそれで

履行できるのか。そのことを我々は、しっかり

確認しますよと。今度は言ったことはさせるた

めに、ちゃんとそれだけのチェックを入れ、そ

平成30年３月７日(水)
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して自分でも管理の責任を持たせて、1人じゃな

くて２人でやらせるよということだから。だか

ら、それを90％にしようと、91％に、極端に言

えば95％にしても そこは責任持つ価格で やっ、 、

ぱり89％でできるよということで、その人と契

約できるわけですから。

だから、これは最低制限価格という何らかの

合理性に基づいて出してくる数字じゃなくて、

安全の範囲を、だからグレーゾーンを我々はこ

う見ましょうよって、だって、これぐらいかか

るよ、ここはって。今まで90％で、89％をはね

てた、90％で合格していたのを、90％が昔の89

％のレベルになるよということは、わかってい

るわけですよね。だから、そこですよ。

そこのところをどうするかというときに、こ

のままではいけないなという問題は、今後のい

ろんな調査を待つのではなくて、今の時点で、

もうはっきりわかっていることとは思うんです

。 、ね この低入札調査基準価格というんですかね

これをなぜやるかというところになったとき、

やっぱりグレーのものは受け取れないよなとい

うところ。総合評価入札方式にすれば、そこの

ところを確実に点数をつけながら価格だけで決

めていくのではないから、なおさらこれには責

、任持たなければいかんなというところになると

。それは何も心配することではないと思うんです

、 。 、ただ 手間はかかりますよ １％の範囲の中に

たった２者ぐらいが今言う90％から85％の間

だった時に、それを91％にすれば、５者になれ

ば。今度は発注者側の手間というのはかかるけ

れども理論的には、極端に言えばこれを５％ぐ

らい上げても、何ら法的には問題ないんですよ

ね。むしろ褒められるべきことです。

だから、そこのところの検討というのは、国

のいろんな調査結果とか、あるいは国からの指

導なりというのを、待たなくてもやれるんじゃ

ないかな。人手の問題だけではないかなって気

がしますね。

これは、この辺にしときますけれど、今の説

明を聞いて、それはパッと直感的に感じたです

ね。何か難しいと思うんですけれど。

今回の低入札価格調査制度○東県土整備部長

を新たに導入するということで、私どものほう

も、いろんな検討を加えたところでございます

けれども、今おっしゃっていただいたいろんな

お話、確かにあるかと思いますね。

、 、特に 週休二日制を導入するというところで

なかなか、やることは非常にいいことと思いな

がらも、現場に対する影響がいろいろ考えられ

るであろうと本当に思っております。

本会議でも答弁いたしましたけれども、本当

にさまざまな課題があるというふうに認識して

おりますので、もう少し私たちも、やっていき

ながらになりますけれども、しっかりいろんな

検証も含めて、対応を考えてまいりたいと考え

ておりますので、どうか御理解いただければと

思っております。

ぜひそこのところは、もう理解と○坂口委員

いうよりも問題意識として捉えていただいて、

これはやっぱりひょっとしたらいいものができ

ない可能性じゃなくて、蓋然性があるよという

ところ。それにかけていくよというところで、

幾らでも数字がいいというところにはいかない

のでしょうけれど、そこをチェックしないと、

業者側から言えば、これじゃ合わないけれど、

これじゃないと取れないよということ。こちら

の現場は週休二日じゃない、こちらは週休二日

という縛りがある。それを同じ率で行くという

こと自体が、もう受注者側からいったら、そこ

。 、で無理は歴然としているんですよ だけれども
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無理をしなければ取れないよという。

そうなると、本当に最低制限価格で県もコス

ト調査までやられて、なかなか難しかった。業

、 、界からも いろいろな声が上がっているけれど

どうも合理性を見出せないということで、やっ

ぱり据え置きですけれど。沖縄なんて上げて下

げるという、ちょっとおかしなことをやってし

まった。そうなったときに、これは何ら問題な

いんですよね。我々は、よそ以上にチェックを

しっかりして、品確法にのっとって、いいもの

を県民の皆さんにしっかり渡してますよって責

任をより高めてますよという考え方だから、そ

この数字の根拠をいろんなデータに基づいて決

めるのではなくて、これぐらいの間チェックし

ようとすれば、受注者側は安心して自分ところ

の積算で最低ぎりぎりで、無理のない持続でき

る価格というのは、そこに入れてくる、そうす

ると、結果的にそこで出てきた数字が本当に必

要なコストだということになると思うんです。

だから、そこは、ぜひ前向きに捉えていただき

たいということ。

基本的には、公共工事で依○東県土整備部長

頼したものが、きちんとした品質のもとに、県

民の皆さんにちゃんとサービスとして与えられ

ることが大事でありますし、それを整備してい

ただいている業者の方々が、しっかりした形で

育成、確保できることも大事だと。この２面か

らしっかり考えていかなければならない。今の

いろんなお話があった問題点というのは、まさ

にそこの部分をしっかり、どう捉えていくかだ

というふうに、私たちも感じておりますので、

しっかりその辺を考えた上で取り組んでまいり

たいと思います。

ぜひよろしくお願いします。○坂口委員

ほかは、いかがでしょうか。○渡辺委員長

発注者の中では、本当に大変だな○武田委員

と、手間がかかるなという気が、まずしており

ます。趣旨の中で、国からダンピング受注の防

止を徹底するようにということで、こういうふ

うに変わってきたという話でしたけれども、今

の説明の中で、最低制限価格制度等と、それか

ら低入札価格調査制度に変わって、このダンピ

ング受注の防止がどういうふうにできるのかと

いうのが一つと。それと品質確保の実効性や施

工体制確保の確実性を確認するために低入札価

格調査を実施すると。これも大変なんでしょう

けれど、ここはイメージ的には、これをやって

いくと、県外の大手、超大手の企業が将来的に

有利にならないのかというのが２つ目ですね。

それと品質確保を図るための物差しとして、技

術者１名の追加加配を当初の設計段階ではない

、 、のに義務づけるということは 法律的というか

そういうところで大丈夫なのかという３点を、

ちょっとお聞きしたいんですが。

まず１点目の、ダンピング受○中原管理課長

注の防止についての効果といいますか そういっ、

たお話だったかと思います。先ほどから坂口委

、 、員からも 90％のお話がございましたけれども

一つに、この今回の国の通知の内容としまして

は、自治法の施行令上、総合評価落札方式と最

低制限価格制度は併用ができないというふうな

ことがございました。

それと実はもう一つございまして、価格によ

る失格基準というのは、一般競争入札の中でも

考え方としてはございまして、これを今回の場

合、85％というふうなところで考えておるわけ

でございますけれども、考えようによっては、

この失格基準85％を90％に持ってくるといった

のが、これまでの最低制限価格制度と、形とし

ては同じようなことになっておったというふう
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なことでございます。

そこについては、低入札価格調査制度という

のを導入しなさいということでございましたの

で、そちらのほうを、意味合いとしては最低制

限価格というふうなことで、90％以下は適切な

施工なり成果品が期待できないといったところ

がございますので、なかなかそれがダンピング

受注の防止につながるかどうかということでご

ざいますけれども、失格基準価格というのがご

ざいますので、最低の線は、まずそこで切る

と、85％以下については、もう全く信用できな

いということで、まず失格がございます。そこ

から、低入札基準価格、間については、調査を

実施するわけでございますけれども、この調査

については、12項目ございます。かなり細かな

ところまで内容がございまして、例えば、手持

ち工事の状況ですとか、資材や機械の手持ちの

状況、購入の計画、あるいは労働者の手配の計

画ですとか配置の計画、経営内容といったとこ

ろ、ここまでかなり細かく厳しく内容を精査し

てまいります。

そこで、合格となれば、しっかりとした成果

、 、品も期待できるし 難しいということであれば

落札者としては適切ではないといったところの

チェック。この重みといいますか、これで最終

的にはダンピングの受注といったところへの牽

制になるのではないかなというふうなことで考

えているところでございます。何かちょっとう

まく御説明できませんけれども。

２点目でございました、県外の業者に、ある

意味、有利になるようなところはないのかとい

、 、うふうなことでございましたけれども 今現在

この低入札価格調査制度につきましては、国が

実施しておりまして、例えば、九州地方整備局

等の工事につきましては、県内の６月から施行

します特Ａクラスの業者さんも、そこへの入札

には参加している実績がございますので、試行

をする段階では、県内の業者さんも入札への対

応ができるのではないかということで考えてお

ります。試行の間で、どういったところ、どう

いった動向なり推移が出てくるかというのは、

しっかりと見ていきたいと考えております。

３点目でございます。現場の技術者を１名追

加するということでございます。建設業法で、

まず現場には主任の技術者、あるいは下請が大

きい場合は管理技術者というのを１名置くよう

になっております。それと、県の発注工事の場

合ですと、県の契約約款の中で、現場代理人と

いうことで１名置くようになっておりますけれ

、 、 、ども これと同様に 入札工事をします段階で

低入札で受注する場合は現場技術者を追加で１

名置いていただくと。これは契約の段階でそれ

が可能であるというふうに考えているところで

ございます。

私もなかなかちょっとこう、難し○武田委員

く難しくされて大変だなという思いがあって。

それと簡単に言うと、やっぱり県内の業者を育

成していかなければいけないというところで、

この制度の変更が そういうふうに向かっていっ、

て宮崎のためになればという思いですので、ま

た、これから先も、これからどんどんされてい

くんでしょうから、よろしくお願いをしておき

ます。

ダンピングの防止につい○大坪技術企画課長

て、ちょっと補足して説明をさせていただきま

すけれども、今回、最低制限価格ではなくて、

この低入札価格調査制度導入を適用するという

ことにつきましては、確かに落札率が下がる可

能性があることは、もう事実でございますけれ

ども、私どもは、やはり常日ごろから適正な利
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潤の確保とかいろんなことを考える中で、必ず

しも低入札で応札していただくことを推奨する

といいますか、勧めているわけでも何でもござ

いません。むしろ、こういう制度は適用します

けれども、ダンピング対策ということで、まず

先ほど技術評価点の配点ということを申し上げ

ましたけれども、この低入札調査価格の基準価

格以上の方には、この施工体制評価点という点

数、10点というのは非常に大きい点数でござい

まして、これが相当、まずダンピング防止のイ

ンセンティブが働くものだと考えております。

それともう一つ、技術者のプラスアルファと

いう話もございましたけれども、これも企業に

とっては大変なことでございまして、やはりこ

ういうことも低入札をさせないための一つの方

策でございます。今の現状の入札制度とさほど

変わらないような結果を、私のほうも望んでお

りますので、このようなことでダンピング防止

につながればというふうな対策として、とって

おるところでございます。

そういう右か左かわからないので○坂口委員

はなくて、これがダンピング防止ですよ、疑わ

しい人を排除するよというのが基本なんです。

疑わしいけれど安いからお前やれではないんで

すよね。そして、法的に、上限拘束というのは

ないんですよ、これには。一般競争入札とかの

ように、総合評価落札方式の中での監視帯だか

ら、上限を拘束するのではない。自分らがこれ

から理屈的に、これはグレーゾーンに入ってし

まうぞということ。だから、結果的には最初は

混乱すると思いますよ。でも、世の中の受注バ

、 、 、ランスなり いろんなバランス 経営感覚なり

そんなものをやっていって、最終的に健全な経

営をやりながら、これはもう新たな法律で健全

な経営を担保してやれというのが品確法ででき

たわけですよ。その中で、業者もしっかりした

ものを納品しろというのも、責任持てというも

のもできたわけです。その両方がぴったり合う

地点はどこかなというのを探すのが、この監視

帯ですよ。

そうなると、そこでおのずと自分の責任を果

たそうとする、受注者側、発注者側、いいもの

を安く、しかも会社を潰すようなことがないよ

うにという線を探る線だから、疑わしきは排除

ですよ。疑わしくて安い人にはやらせない。そ

うすると、下限は余り関係ないんですよ、これ

が50％でも60％でもいいんですよ。

問題は、上をどのあたりまでが適正かどうか

の判断基準にするかという発注者側の理屈だけ

でいいんですよ。そこのところに来たら、どう

もあなた疑わしいけれど 少なくとも黒三角じゃ、

なくて白三角だと。丸じゃないよ。じゃあ、あ

なた、本当にそれをやるために、もう一人、現

場の技術者を１人ふやしてチェックさせろ、指

導させろ、管理させろと。そして、代理人を兼

用なんて、もうさせないよと。県は何キロ以内

、のいくらの工事なら２現場持てるとしたけれど

そんな悠長なことを言っていたら現場がうまく

いかない可能性があるから、それも１人でしっ

かり責任を持てというのがこの方法ですから、

これは決してダンピングじゃなくて、健全価格

をやっていこうと。今までの反省の上に品確法

、 、というものを改正したんだということで 僕は

、今のは何らマイナスに考えられる必要はないし

やってみなければわからないじゃなくて、ダン

ピングには至りませんということを、ぴしゃっ

と発言されて、結構責任ある発言にとれると僕

は思うんですよ。余り遠慮されることはないと

思うんですよ。そういうことです。

この関連で質疑はほかにござい○渡辺委員長
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ますか。

ちょっと１点よろしいでしょ○外山副委員長

うか。この、低入札価格調査制度というのは導

入はやむを得んとして、この制度の中で、この

Ｃ、Ｂの業者さんが現実に落札候補者になり得

ることはありますかね。

場合によっては、ＢとＣ○大坪技術企画課長

の業者さんの評価値が高くなる可能性はあると

思っております。

ただし、今坂口委員もおっしゃいましたよう

に、きっちりと調査をして、今管理課長が12項

目の処理を求めるというふうに申しましたけれ

ども、その審査をきちっと行って、品質確保の

低下につながるような業者はもう排除するとい

う方針で、しっかり審査をやってまいりたいと

考えております。

、 。○渡辺委員長 ほかは ございますでしょうか

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かござい○渡辺委員長

ますでしょうか。よろしいですか。

議案とか今の報告事項とは別でい○重松委員

いんですか。

はい、どうぞ。○渡辺委員長

山之口インターチェンジなんです○重松委員

けれど、あそこはやっとたどり着いて、休憩と

かをした後には山之口インターから出れないで

すよね。逆走になるのですけれども、それはど

こでもそんなものなのでしょうか。

ケース・バイ・ケース○前内高速道対策局長

だとは思いますが、山之口の場合は、一旦そこ

で休憩したあと、退出はできないという構造に

なっています。

当然、これから国体の競技場がで○重松委員

きるので、あそこは必ず乗り降りされると思う

んですけれども。これは周知しないといけない

し、できれば改良して、休憩してでもやっぱり

出られるような体制がとれないものでしょうか

ということを、ちょっとお尋ねしたいのですけ

れども。

そのような御要望が○前内高速道対策局長

あったことをＮＥＸＣＯ西日本に伝えたいと思

います。

別件ですけれども、ＥＴＣカード○重松委員

で入って、普通の出口は一般道路に行ってＥＴ

、 、Ｃを出せば そこで明細がとれるのですけれど

山之口はその出口でＥＴＣで明細がとれないの

ですが、あれもとれるような方策はとれないで

しょうかね。それはわかりますか。

済みません、ちょっと○前内高速道対策局長

お尋ねの趣旨がよくわからなかったので、もう

一度お願いします。

ＥＴＣで入って、普通はＥＴＣで○重松委員

出ていきますけれども、それだと明細を出すの

、 。に パソコンで出さないといけないんですよね

要するに、きょう980円使ったということを明細

を出すのに、ＥＴＣで入って、出口は一般で出

て、そこでＥＴＣカードを差し込むと、すぐ出

てくるようになっているんですよ、一般の出口

で出れば。山之口は、それがＥＴＣカードを差

し込むところがなくて、また家に帰ってパソコ

ンで出さないとという。これがまた大変面倒く

さいので、それが出せるようにはならないので

しょうかというお尋ね。

お尋ねの趣旨がよくわ○前内高速道対策局長

かりました。

もともと論ということになってしまうのです

が、スマートインターチェンジというのは、料

金所に該当する施設というのが、普通のインタ

ーチェンジと異なった構造になっています。い

わゆる料金ブースと呼ばれるものではなくて、
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一旦停止をし、ＥＴＣでその車間通信をして料

金を表示すると。となれば、当然、差し込み口

がない構造にならざるを得ない 仮に そういっ。 、

た構造をつけるとなれば、またコストが上がっ

てしまうというような問題が発生しようかと思

います。便利さを求めるのか、または、そのコ

ストのほうを求めるのか、そういった二律背反

であろうかと思います。

ただ、そのようなお話がありましたというの

は、まさに利用者目線での大事な意見かと思い

ますので、そういったこともＮＥＸＣＯ西日本

にあわせてお伝えをしたいと思います。

わかりました。いろいろとコスト○重松委員

もかかるでしょう。私も休憩して出たいなとい

う気持ちは、あそこは乗ってきて休憩して出る

ことも何かできなかったように書いてあったの

で。あそこはこれから大変活用する場所だと思

いますので、ぜひよろしくお伝え願いたいと思

います。

その他でございますか。よろし○渡辺委員長

いでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、県土○渡辺委員長

整備部を終了いたします。執行部の皆様、お疲

れさまでした。ありがとうございました。

暫時休憩します。

午後２時47分休憩

午後２時49分再開

委員会を再開いたします。○渡辺委員長

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うこととなっておりますので、あす行いたい

と思います。

、 、開会時間は 午後１時といたしたいのですが

よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定をい○渡辺委員長

たします。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

本来であれば、採決後に意見を聞くところです

、 、が ちょっと日程的に余裕がございませんので

きょうこの場で協議をさせていただきたいと思

います。

暫時休憩いたします。

午後２時50分休憩

午後２時51分再開

委員会を再開をいたします。○渡辺委員長

では、委員長報告につきましては、いただい

た御意見等を参考にしながら、正副委員長に御

一任いただくということで御異議ありませんで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○渡辺委員長

す。

その他、何かございますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、本日の委員○渡辺委員長

会を終了いたします。

午後２時52分散会
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午後０時59分再開

出席委員（８人）

渡 辺 創委 員 長

外 山 衛副 委 員 長

坂 口 博 美委 員

星 原 透委 員

黒 木 正 一委 員

満 行 潤 一委 員

重 松 幸次郎委 員

武 田 浩 一委 員

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

西久保 耕 史政策調査課主幹

弓 削 知 宏議 事 課 主 査

委員会を再開いたします。○渡辺委員長

、 、 、まず 議案の採決を行いますが 採決の前に

各議案につきまして賛否も含め、御意見がござ

いましたらお願いしたいと思います。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、採決に移ります。○渡辺委員長

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決をいた○渡辺委員長

します。

議案第55号 第62号から第64号 第66号 第67、 、 、

号、第74号から第81号につきましては、原案の

とおり可決することに御異議ありませんでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議なしと認めます。○渡辺委員長

よって、各号議案につきましては、原案のと

おり可決すべきものと決定をいたしました。

その他、何かございますでしょうか。ありま

せんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、何もないようです○渡辺委員長

ので、以上で、委員会を終了いたします。

午後１時０分閉会

平成30年３月８日(木)


